


（別紙） 

 

１ 欠格事由について 

    

当団体は、次の１から４のいずれにも該当しないことを確認し、将来においても該当しないこ

とを誓約します。 

 

1. 「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成 28 年法律

第 101 号）」（以下「法」という。）第 17 条第３項に掲げる団体で、次のいずれかに該当す

るもの 

（１）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団

体 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体 

（３）特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。以下こ

の号において同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体 

（４）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。（５）において同じ。） 

（５）暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団

の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 

 

2. 暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する反社会的団体 

 

3. 指定活用団体の指定、資金分配団体の選定若しくは実行団体の選定を取り消され、その取り

消しの日から３年を経過しない団体、又は他の助成制度においてこれに準ずる措置を受け、

当該措置の日から３年を経過しない団体 

 

4. 役員のうち次のいずれかに該当する者がいる団体 

（１）禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から３年を経過しない者 

（２）この法律の規定により罰金の刑に処され、その刑の執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から３年を経過しない者 

 

 

 

 

 

 

２ 公正な事業実施について 

 

当団体は、資金分配団体としての助成の申請を行うに際し、一般財団法人日本民間公益活動連

携機構が行う助成対象事業に関して、次のとおり確認します。 

 

1. 資金分配団体に選定された後の当団体の役員の構成が、以下の要件に該当し、助成対象事業

の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。 

※注意点 

上記事項を団体において確認した際の根拠資料（例えば、理事等からの提出を受けた誓約書等）があ

る場合は、当該資料を主たる事務所に10年間保存してください。 



（１） 各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数

が、理事の総数の３分の１を超えないこと（監事についても同様)。

（２） 他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計

数が、理事の総数の３分の１を超えないこと(監事についても同様)。

2. 当団体は、資金分配団体に選定された後において、社会的信用を維持する上でふさわしくな

い業務、又は公の秩序若しくは善良の風俗を害するおそれのある業務は行わないこと。

3. 当団体が行政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況は、助成申請書に記載のとお

りである。

３ 規程類の後日提出について （※通常枠のみ該当） 

当団体は、資金分配団体としての助成を申請するに際し、規程類必須項目確認書で「内定後1

週間以内に提出」を選択した必須項目については、やむを得ない理由により提出できないため、

内定後1週間以内に提出することを誓約します。 

４ 情報公開について（情報公開同意書） 

当団体は、一般財団法人日本民間公益活動連携機構が行う助成対象事業が「民間公益活動を促

進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」（平成28年法律第101号）に基づき、

この活動の資金が国民の資産であることから、「情報公開の徹底」及び「本制度全体の透明性の

確保」等が求められていることを理解し、資金分配団体としての助成申請を行うに際し、その選

定結果の如何を問わず、添付資料「選定結果・申請時提出書類の情報公開について」に基づき同

機構のウェブサイトで公開されることを同意いたします。

  なお、申請書類の提出にあたっては同機構の個人情報保護に関する基本方針に同意します。

※注意点

資金分配団体に選定された後に、上記確認事項に反する事実が判明した場合には、虚

偽の申請があったものとみなされる可能性がありますのでご注意ください。また、上

記事項を団体において確認した際の根拠資料（例えば、理事等からの提出を受けた誓

約書等）がある場合は、当該資料を主たる事務所に10年間保存してください。



 

情報公開同意書添付資料「情報公開同意書」同意前に必ずお読みください 

 

 

選定結果・申請時提出書類の情報公開について 
 

1． 情報公開の考え方 

JANPIAでは、公募要領で明示しているとおり、採択・不採択に関わらずすべての選定申請団体

の選定結果及び申請時提出書類（参考資料は除く）の情報公開を当機構ウェブサイトで行いま

す。これはこの活動の原資が国民の資産であることに鑑み、「国民への説明責任」を果たすた

め、「情報開示の徹底」「本制度全体の透明性の確保」等が求められていることに応じるもので

す。 

なお、情報公開にあたっては、書類の中にある個人情報や選定申請団体のアイディアやノウハ

ウに係る部分について非公表とすること等により、選定申請団体の権利その他の正当な利益を損

ねないよう留意することとなっています。そのため選定結果通知後、すべての選定申請団体宛に

情報公開予定の書類データについて申請の際に登録いただいたメールに送信し、公開内容を確認

していただいた上、申請時提出書類を公開する予定です。 

 

2． 公開する情報について 

(1)  選定結果の公表 

選定結果の公表に際しては、申請された情報に基づき、以下「選定結果の公表」での公表予

定項目を当機構ウェブサイトに公表すること 

 

「選定結果の公表」での公表予定項目 

 

1 申請事業分類 ＊通常枠のみ 

2 事業名 主題 

3 事業名 副題 

4  団体名 

5  事業対象地域 

6 代表者名 

7 所在地 

8 社会課題 

9 事業の概要 

10 事業期間 

11 決定助成額または申請助成額 

12 審査コメント 

13 助成額の根拠（「資金計画書等」「事業計画書」） ※選定団体のみ 

 

(2)  申請時提出書類（参考資料を除く）の公開 

選定結果公表後、以下「「申請時提出書類の公開」で公開予定の資料」を当機構ウェブサイ

トで公開すること 

 

※この公開にあたっては、事前にすべての選定申請団体に情報公開予定の申請時提出書類につ

いて登録いただいたメールに送信し、内容をご確認いただきます。 

申請時提出書類については、皆さまにご確認いただく段階で「印影」と「個人情報」と判断

される情報について、JANPIA事務局で非公開の加工を行う予定です。それに加えて正当な利

益が損なわれると判断されるような非公開とすべき情報※１がないか、ご確認をお願いしま

す。また事務局で行った非公開加工が不必要の場合は、合わせてご指摘下さい。 

非公開の箇所についてご確認いただくプロセスを経て、団体の皆さまにご了解が得られた書

類を当機構ウェブサイトで公開します。 

 

「申請時提出書類の公開」で公開予定の資料 

1 助成申請書 



2 団体情報 

3 事業計画書 

4 資金計画書等 

5 役員名簿 

6 申請書類チェックリスト 

7 規程類必須項目確認書（規程類確認書） 

8 定款 

9 登記事項証明書（全部事項証明書）＊ 

10 事業報告書（過去３年分）＊ 

11 決算報告書類（過去３年分）※２・※３ 

12 規程類＊ 

以上に加え、コンソーシアムで申請の場合 

・ コンソーシアムの実施体制表

・ コンソーシアムに関する誓約書

・ 幹事団体以外の各コンソーシアム構成団体についての「団体情報、定款、規程類、規程類確

認書または規程類必須項目確認書、役員名簿、決算報告書類（提出があった場合のみ）※

２・※３」

※１ 統計データなど、すでに一般公開されている情報は非公開とする情報の対象になりません。

※２ 通常枠のソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業については、「決算報告書類

（過去３年分）」は参考資料とし、公開対象外となります。 

※３ 随時枠（コロナ等枠）は前年度分のみとなります。

＊は通常枠のみが対象となります。 

以上 



休眠預金活用事業 事業計画書 【2023年度通常枠】

基本情報

①ｰ1全国ブロック

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
－ ① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
○ ② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
－ ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

⑨ その他
○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

○ ④ 働くことが困難な人への支援
○ ⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援

⑨ その他
○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
－ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

⑨ その他

～アウトリーチ、相談、支援の枠組みを作る～
コンソーシアムの有無 あり

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 見過ごされる「摂食障害」60万人・支援モデル形成事業

事業名（副）
団体名 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業の種類1 ①草の根活動支援事業

領域／分野

事業の種類2
事業の種類3
事業の種類4

その他の解決すべき社会の課題

必須入力セル

任意入力セル



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 165/200字

(2)団体の概要・活動・業務 198/200字

_3.すべての人に健康と福
祉を

3.d   全ての国々、特に開発途上国の国家・世界規模な健
康危険因子の早期警告、危険因子緩和及び危険因子管理の
ための能力を強化する。

摂食障害は早期の発見と治療が難しく、低栄養や自殺などによる致死率が6～20％にのぼる
健康危険因子である。この点につき包括的な支援事業を行うことで、早期警告、危険因子
の緩和、管理に資する。

_5.ジェンダー平等を実現
しよう

5.a   女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、並び
に各国法に従い、オーナーシップ及び土地その他の財産、
金融サービス、相続財産、天然資源に対するアクセスを与
えるための改革に着手する。

摂食障害は10-20代の若年女性に生じやすく、症状の悪化により就労や就学を困難にさせる
ことが各種調査で証明されている。その予防に取り組むことは、女性の経済的自立に資す
る。

一般社団法人日本摂食障害協会は、すべての人に食と健康に対する正しい知識を啓発し、摂食障害になりにくい社会の実現を目指し設立されました。
こうした理念に賛同した医療者の専門家集団として、摂食障害の正しい知識の啓発、社会への働きかけ、専門家の育成、学術調査研究、政策提言、そして患者さんとご家族への
支援を行うことを団体の目的とします。

2016年設立。理事8名、参与43名、フェロー13名。摂食障害に取り組む医療者など専門職を中心に構成
専門性を生かした団体支援・調査などを実施している
【主な活動】
・支援者向け講習会（対象：心理士、栄養士、患者ご家族、大学等）
・教員向け指導ハンドブック制作
・一般市民を対象にしたイベント、調査実施 、 報告書の作成・公開
・政策提言（厚生労働省、文部科学省、自治体、学会、基幹センターなど）

ゴール ターゲット 関連性の説明
_3.すべての人に健康と福
祉を

3.4   2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、
予防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉
を促進する。

摂食障害は10-20代の若年女性に生じやすく、低栄養や自殺などによる致死率が6～20％に
のぼる（精神疾患中で最も高い死亡率）。これを予防することで若年死亡率の低下に資す
る。

_3.すべての人に健康と福
祉を

3.5   薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱
用の防止・治療を強化する。

摂食障害は、食物を摂れない、もしくは食べ過ぎるなどの異常行動を依存的に繰り返す精
神疾患であり、しばしばアルコールや薬物など物質乱用との併存が指摘される。その予防
に取り組む本事業は直接的にゴール達成に役立つ。



Ⅱ.事業概要

(終了)

直接的対象グループ

①摂食障害の当事者・家族支援に取り組むNPOなど民間公益団体
※摂食障害に関する相談支援・就労支援などの実施実績のある団体に限
る
②摂食障害の治療支援に取り組む医療機関（病院・クリニックなど）
※摂食障害外来を開設しているなど、専門的な治療経験がある機関を特
に優先する

①②の中で、摂食障害のおそれのある対象者に対し、アウトリーチ／相
談支援／支援連携体制づくりを含む包括的な支援の提供に意欲を持つ団
体（※国が指定する「摂食障害支援拠点病院」が存在しない都道府県か
らの申請を優先する）

(人数)

最終受益者 ①摂食障害に関する知識に触れたことのない小中高学生
②摂食障害の疑いがあるにも関わらず、治療や支援につながれていない
人（主に10代～20代の女性）
③②の家族、通学する学校の教職員など当事者にかかわるステークホル
ダー

【参考情報】国立精神神経医療センターによれば、②「摂食障害の疑い
があるにも関わらず、治療や支援につながれていない人」は全国に60万
人程度存在すると推定されています（治療を受けている21万人に対し、
３倍程度）

(人数)

(開始) 2023年9月 2027年３月 対象地域 なし全国

実行団体における、不動産（土地・建物）購入の想
定有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新
築含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は
認められます。詳しくは公募要領をご確認ください。
①②を合わせて全国6団体程度

①9000人（アウトリーチする人数。年間500人×3年×6団
体）
②1440人（相談支援を受ける人数。各団体がのべ240人×6団
体）
③6000人程度 （②1人あたりの関係者を4～5人と仮定）

実施時期



事業概要

798/800字

・本事業は、コロナ禍を経て若い世代に急増する摂食障害への対策として、リスクや疑いがあるにも関わらず治療や支援につながれていない人を対象
に、予防や早期発見を行う事業に資金的・非資金的支援を行います。
・採択された団体には、摂食障害に対する包括的な支援活動（啓発・アウトリーチ、相談対応、連携体制の構築など）を求めます。

※活動例（①～③を包括的に実施）
①啓発・アウトリーチ
・地域の小中高など教育機関や企業、子育てNPOなどと連携し、主に若年層の女性（10歳～18歳）に向けた講座やネットを活用した情報啓発等を実
施
・ハイリスク群（やせ、むちゃ食い、アスリートなど）にリーチ可能な職種（小中高のスクールカウンセラー、地域の精神保健センターなど）との連
携体制を構築
②相談対応
・相談窓口の運営（相談対応者として、精神保健福祉士や支援経験者が常駐）
※全般的な相談に対応する他、ハイリスク群とその保護者向けには、定期的なアセスメント実施や治療／支援機関の紹介
③連携体制の構築
・地域の医療機関や行政、教育機関など多職種と連携し、当事者が適切な支援をワンストップで受けられる体制を構築

※審査の際は、下記を重視します
・NPO団体等の場合、摂食障害の当事者や家族への相談・就労支援などの実施実績があること（必須）
・医療機関の場合、専門的な治療の提供経験を有すること（摂食障害外来の開設など）
・摂食障害支援拠点病院が存在しない等、対策が不十分な地域での活動（例：東京都・大阪府・北海道など）

（参考）本事業のポイント
・医師を中心に専門家が多数加入する資金分配団体による専門性高い伴走支援
・実行団体としてNPO等の民間公益団体に加え、新たに「医療機関」を想定し、休眠預金事業の新たな担い手を発掘
・多様かつ解像度の高い出口戦略（国事業の支援拠点病院への移行、就労支援B型作業所の設立など）



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 999/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 198/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 196/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 195/200字

コロナ禍のなか、「必要な食事がとれない」「食べ過ぎる」などの異常な食行動で日常生活に支障をきたす「摂食障害」を抱える若者が急増している。2022年11月に国立成育医
療センターが発表した最新の調査では、摂食障害の中でも深刻な「神経性やせ症」の初診患者数が、コロナ前の2019年度と比べ、約1.6倍（203人→322人）に増加した。

摂食障害は患者の9割が女性で、小学校高学年から増え始め20代でピークを迎える。治療中の患者は全国に21万人（厚労省2017年）とされるが、潜在層（治療や支援につながれ
ていない層）はその3倍程度の全国で60万人程度存在すると指摘される（国立精神神経医療センター）。背景には若年女性に対して「スリムでなければ美しくない」とする社会
的圧力や、部活などにおける成績至上主義（陸上・体操選手などに過度なダイエットが指導される）があり、そこにコロナ禍による先行き不安などのストレスが加わったこと
で、患者・潜在層ともに急増していると考えられている。

深刻なのは、摂食障害は「死に至る病」ということだ。摂食障害は大きく①「必要な食事がとれない」（神経性やせ症）②「食べ過ぎる」（過食症障害）③「食べた後に吐く」
（神経性過食症）という3つに分類されるが、①の「神経性やせ症」は患者の6～20％がその後、低栄養や自殺などの理由で亡くなることが分かっており、死亡リスクは精神疾患
の中で最悪ともされる。それにも関わらず、国内では理解が浸透しておらず、当事者が「意志が弱い」「ファッションを気にしすぎ」といった誤解による対応を受けることによ
り、適切な支援につながれないばかりか、自責の念により症状を深刻化させることも少なくない。国もこの状況を問題視し、2014年から都道府県単位で「摂食障害支援拠点病
院」の指定事業を始めたが、10年近くが経過しても設置が5県（47都道府県中）に留まるなど、対策は進んでいない。

どうすればよいのか。国際的に効果があるとされるのが「早期対応・重症化予防」だ。すなわち、摂食障害のリスクがあるにも関わらず支援・治療につながれていない潜在層を
早期に適切な啓発や支援につなげ、重症化を予防する。そのために、「①摂食障害に関する知識の啓発・アウトリーチ」「②適切な相談体制」「③地域での連携体制」を含む包
括的な支援モデルを形成し、広げていく必要性が指摘されている。

厚生労働省は、2014年から「摂食障害支援拠点病院」の設置運営事業を実施。国と都道府県が運営費用を折半し、都道府県単位で拠点となる医療機関を指定して支援体制を充実
させようとしている。しかし事業開始から10年近くが経過した現在でも、設置は宮城・千葉・静岡・福岡・石川の5県にすぎない。未設置自治体への聞き取りでは「担い手不
足」「摂食障害対応のノウハウ不足」が設置困難の主な理由として挙げられている。

日本摂食障害協会は2016年の設立後、厚生労働省や文科省などと連携しながら、政策提言や教員向け指導ハンドブックづくり、支援者養成研修（ゲートキーパー研修）などの取
り組みを進めてきた。2018年からは日本財団の支援で、全国12都市において当事者・家族・教員向けの講習会を実施。全国で摂食障害治療に携わる医療従事者を中心に構成さ
れており、各地の臨床現場と関連機関の連携のハブとしても機能している。

本事業が対象とする社会課題（摂食障害）は特に「若年女性」が陥りやすく、休眠預金事業の主な対象者と一致する。また、「摂食障害の疑いがあるが治療や支援に繋がってい
ない人」を主な対象とするが、この層は治療中ではないため医療保険制度や障害者福祉制度など公的な枠組みから取り残されている。こうした、「公的な支援制度から零れ落ち
る層への支援を届ける」という意味で、休眠預金事業により実施する意義がある。



Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

(2)-1 短期アウトカム（資金支援） 指標 100字 初期値/初期状態 100字

①②それぞれ各実行団体による取り組み状況 ①各団体において事業終了
までに、年間のべ500人程度
(3年間で1500人程度)
②平均値で３点以上

摂食障害の存在やリスクについて基礎知識を持たなかった10代の若者
が、体形に関する社会的なスティグマや、必要な栄養を摂ることの意
義を理解し、健康な生活・成長に向けて自ら行動できる状態ができて
いる

①提供するコンテンツ（小中高における特
別授業等）に触れた人数
②理解度を聞くアンケートの点数（５点満
点）
※②のアンケートは、小中高における特別
授業を受講した学生などを対象に実施する

①人数
②相談支援を受けた後の満足度（5点満
点）
※実行団体には、相談支援を実施した対象
者向けの共通追跡調査（相談後の変化、相
談に対する満足感を聞く）の実施を依頼す
る。調査票に関しては資金分配団体が作成
する。

①②それぞれ各実行団体による取り組み状況

各実行団体による取り組み状況 各団体において事業終了ま
でに事業終了まで年間のべ
30人程度（3年間で100人程
度）

摂食障害のおそれを抱えていたにも関わらず、これまで治療や支援に
繋がっていなかった当事者が、自らの悩みやその対応策について、相
談支援を受け、ニーズが満たされたと感じている

摂食障害のおそれを抱えていたにも関わらず、これまで治療や支援に
繋がっていなかった当事者が、相談支援などを経て、治療や行動変容
への行動を起こせている

治療や支援につながった人数
※人数は、実行団体が実施する追跡調査
（上記と同一）を通じて把握する

①各団体において年間のべ
80人程度（3年間で240人程
度）
②平均値で3点以上

本事業の中長期アウトカムは「誰もが摂食障害のリスクを理解し、必要な時に支援を求められる社会の実現」です。
それを通じて「摂食障害により就学や就労に困難を抱えたり、命の危機に陥ったりする人を減らすこと」を目指します。

上記の中長期アウトカムの実現を目指すため、以下を重視して本事業の短期アウトカムや活動、出口戦略を設定します。
①食習慣に異常を抱えた際に、当事者や家族が、暮らす地域において包括的な支援（治療だけでなく、心理社会的な背景まで踏まえた支援）を受けられる横展開可能なモデルを
構築すること。
②摂食障害のリスクが高い若い世代、およびその保護者や関係者に、広く摂食の異常に関する知識や、対応策が周知するために有効なモデルを構築すること。

100字 目標値/目標状態（目標達成時期）



(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援） 指標 100字 100字

①②それぞれ各実行団体による取り組み状況 ①3回以上
②各団体において事業終了
までに事業終了までにユ
ニークユーザーとして30組
程度（年間10組程度）

摂食障害のおそれを抱える当事者の保護者が、摂食障害に対する知識
を獲得し、より当事者の心境や状態に寄り添った対応ができる状態を
生み出せている

①当事者の保護者を対象にした研修会の実
施数
②当事者の保護者に対する相談支援回数

摂食障害のおそれを抱える当事者に対して、医療／福祉／社会的なつ
ながりの確保を含めた連携体制が構築される（自団体以外の医療機
関、精神保健センター、児童相談所、地域包括支援センター、子ども
食堂など子育て支援民間団体、福祉／子育てなど行政窓口、弁護士な
ど）

連携した機関数 各実行団体による取り組み状況 各団体において、連携が構
築できている団体が4つの分
野以上に存在する（例えば
医療／介護／民間団体／行
政窓口など）

①事業終了後の事業継続の意思および計画
を持つ団体数
②摂食障害支援拠点病院の認定数（見込み
も含む）

①0
②0

100字 初期値/初期状態 目標値/目標状態（目標達成時期）

①6団体
②1団体

全国各地に、摂食障害に関する情報提供・相談対応・多職種連携の拠
点となる組織が生まれ、継続的に活動できる状態ができている（一部
は、国事業である「摂食障害拠点支援病院」としての指定を受けられ
る状態ができている）

各地域において取組を行う事項団体の担当者（摂食障害コーディネー
ター）が、それぞれの学びや実践を共有し、国内における摂食障害対
策の好事例を発信する場（摂食障害サミット（仮））が生まれている

全国各地で、地域において実行団体と教育機関が連携体制が生まれ、
定期的に若い世代に向けた情報提供の枠組みが生まれている

①文部科学省と各実行者団
体の教育委員会と日本摂食
障害協会との連携体制の構
築
②1団体当たり少なくとも5
校

①摂食障害支援サミット（仮称）の実施回
数
②①の参加者数
③①において発表された取り組みの報告書

①0
②0
③0

①少なくとも2回
②のべ100人（各回50名程
度）
③1冊

①文部科学省／地域の教育委員会との連携
②実行団体と地域の教育機関との連携数

各実行団体において、活動地域で摂食障害に関する包括的な支援を行
うハブとなる人材（摂食障害コーディネーター）が育成されている

①摂食障害コーディネーターの雇用、任命
②①に対する研修の実施
③①の研修に対する理解度の測定（5段
階）

①0
②0
③0

①各実行団体で1名
②全員に実施
③3点以上

①0
②0



各団体による補完したいケイパビリティ
（強みや事業遂行能力）の定義と、上記に
従ったアクションの有無の自己評価
※日本摂食障害協会：事務局が、資金分配
団体としての事業運営スキル（事業設計や
評価指標の運用など）を獲得
※RF：摂食障害および精神疾患支援にお
けるステークホルダーの情報や連携のノウ
ハウ

※日本摂食障害協会は団体として7期目を迎え日本財団や
民間財団からの助成事業も経験しているが、資金分配団
体としての助成事業の運営経験はない
※READYFORは休眠預金活用事業の運営経験を深め強固
な運営体制を持っているが、精神科疾患支援領域や医療
機関との連携に関する経験が少ない

（定性的指標）
各団体の状況に応じた出口戦略の設定（国
指定事業への参画、B型就労支援の設立、
ファンドレイジング担当者の雇用による寄
付の増加など）

各実行団体の状況による 各団体に適した出口戦略が
設定され、継続的な事業実
施への道筋がつけられてい
る（国指定事業への参画、B
型就労支援の設立、ファン
ドレイジング担当者の雇用
による寄付の増加など）

各団体が補完したいと定義
したケイパビリティを、事
業実施を通じて補完出来た
状態（自己評価の結果で
「補完出来た」となった状
態）

資金分配団体において、事業終了後も引き続き中間支援団体として地
域における摂食障害支援拠点づくりの支援を続けられる資金的／人的
体制が確保されている

【資金分配団体】
本事業でコンソーシアムを組成して資金分配団体を務める日本摂食障
害協会、READYFORがそれぞれの強みを学びあい、休眠預金事業を含
めた中間支援団体としてのケイパビリティ（強みや事業遂行能力）を
高めた状態を作る。とくに、日本摂食障害協会が単独で中間支援組織
（資金分配団体）として事業企画の構築、事業評価を実施できる体制
を目指す。



200字
40/200字
50/200字
48/200字
52/200字
61/200字
53/200字
31/200字
24/200字
23/200字

18/200字
25/200字
15/200字
38/200字
23/200字

18/200字
25/200字
15/200字
14/200字
55/200字
22/200字
0/200字

2025年4月～2026年3月
2025年4月～2026年3月
2025年4月～2026年3月
2026年6月（6月2日・世界摂食障害ア
クションディに合わせて開催）

2024年4月～9月
2024年4月～9月

【１年目（事業準備フェーズ）】地域の関連機関（医療機関、精神保健福祉センター、児童相談所など）への連絡、ニーズのヒアリング
【１年目（事業準備フェーズ）】相談窓口の開所準備（場所の確保、個人情報保護体制の整備、運営管理の構築など）
【１年目（事業フェーズ）】地域教育機関での特別講義実施（試行）
【１年目（事業フェーズ）】相談事業の実施（試行）
【１年目】摂食障害サミット参加・初年度活動報告

【２年目】相談窓口の開設（常時受付）
【２年目】地域教育機関での特別講義実施（定期実施）

【３年目】継続化計画の策定・実施（B型就労支援の設立／規模拡大・支援拠点病院指定に向けた申請・自主事業化など）
【３年目】摂食障害サミット参加・最終活動報告

【２年目】相談後追跡調査の実施
【２年目】継続化計画の検討（支援拠点病院化・自主事業化・厚労科研費申請など）
【２年目】摂食障害サミット参加・２年目活動報告

【３年目】相談窓口の開設（常時受付）
【３年目】地域教育機関での特別講義実施（定期実施）
【３年目】相談後追跡調査の実施
【３年目】追跡調査集計・報告

(3)-1 活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目
【０年目】事業ロジックモデルの精査・評価体制の整備（キックオフ集合研修への参加）
【０年目】摂食障害コーディネーター（本事業の主担当者）の採用活動の実施（既雇用職員の担務変更の調整）
【１年目（事業準備フェーズ）】摂食障害コーディネーターの研修受講 ※研修は資金分配団体により提供
【１年目（事業準備フェーズ）】教育委員会との連携、地域の小中高など教育機関への働きかけ（手紙の送付など）

時期
2024年1月～3月
2024年1月～3月
2024年4月～9月
2024年4月～9月

2024年10月～2025年3月
2024年10月～2025年3月
2025年6月（6月2日・世界摂食障害ア
クションディに合わせて開催）

2025年4月～2026年3月

2026年4月～2027年3月
2026年4月～2027年3月
2026年4月～2027年3月
2026年4月～2027年3月
2026年4月～2027年3月
2027年3月



200字
45/200字
34/200字
32/200字
60/200字
55/200字
55/200字
53/200字
34/200字
29/200字
26/200字

45/200字
35/200字
15/200字
29/200字
28/200字

45/200字
35/200字
26/200字
57/200字
29/200字

0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

200/200字

199/200字

2025年4月～2026年3月
2025年4月～2026年3月
2026年6月（6月2日・世界摂食障害ア
クションディに合わせて開催）

2024年4月～9月
2024年4月～9月

2025年4月～2026年3月

【１年目】摂食障害サミット開催・運営・メディアへの取材依頼 2025年6月（6月2日・世界摂食障害ア
クションディに合わせて開催）

・地域の教育機関との連携に関しては、連携実績のある日本摂食障害協会が主導して実施する。具体的には、文科省との連携のもと各
都道府県教育委員会の後援を獲得し、その枠組みの中で実行団体が地域の教育機関に対して連携依頼をできる体制を作る。また、新た
な実行団体として想定する医療機関には社会連携室（ソーシャルワーカー）のあるところが多く、行政や地域包括、精神保健センター
などとの連携にそのリソースを活用する。

広報戦略

・実行団体の募集に関しては、協会の所属医療者（50名程度）を通じたリファラル広報を行う他、協会理事長が理事を兼ねる日本摂食
障害学会を通じた情報提供などを実施する
・事業の広報に関しては、6月2日の世界摂食障害アクションデイや、10月10日の世界メンタルヘルスデーなどの記念日をフックに
READYFOR広報セクションによる記者会見の実施などを通じ、マスメディアや医療専門メディアを中心に取材を依頼する。

連携・対話戦略

【２年目】相談窓口の実施支援（相談員からの相談受け） 2025年4月～2026年3月
【２年目】地域教育機関での特別講義実施支援（講師派遣、刊行物やネットコンテンツなどの提供）
【２年目】相談後追跡調査の実施支援（調査票の提供、集計フォームの提供）

2026年4月～2027年3月【３年目】相談窓口の解説実施支援（相談員からの相談受け）
【３年目】地域教育機関での特別講義実施支援（講師派遣、刊行物やネットコンテンツなどの提供） 2026年4月～2027年3月
【３年目】相談後追跡調査の実施支援（調査票の提供、集計フォームの提供） 2026年4月～2027年3月

【２年目】継続化計画の検討支援
【２年目】摂食障害サミット開催・運営・メディアへの取材依頼

【３年目】追跡調査集計データの分析・報告書作成・公開 2026年4月～2027年3月
【３年目】継続化計画の策定・実施支援（B型就労支援の設立／規模拡大・支援拠点病院指定に向けた申請・自主事業化など） 2026年4月～2027年3月
【３年目】摂食障害サミット開催・運営・メディアへの取材依頼 2027年3月

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
【０年目】実行団体の公募・審査・採択・契約 2024年1月～3月

【１年目（事業準備フェーズ）】特別講義事業に関する文科省との連携交渉／各実行団体の活動する自治体の教育委員会への連携交渉
【１年目（事業準備フェーズ）】協会ネットワークを通じた、各実行団体の自治体におけるステークホルダーとの連携支援
【１年目（事業準備フェーズ）】相談窓口の開所準備支援（場所の確保、個人情報保護体制の整備、運営管理の構築など）
【１年目（事業フェーズ）】地域教育機関での特別講義実施支援（講師派遣、刊行物やネットコンテンツなどの提供） 2024年10月～2025年3月
【１年目（事業フェーズ）】相談事業の実施支援（相談員からの相談受け） 2024年10月～2025年3月

【０年目】実行団体の事業ロジックモデルの精査・評価体制構築支援（キックオフ集合研修を含む） 2024年1月～3月
【０年目】摂食障害コーディネーター（本事業の主担当者）の採用活動支援 2024年1月～3月
【１年目（事業準備フェーズ）】摂食障害コーディネーターの研修実施 2024年4月～9月

2024年4月～9月



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

393/400字

398/400字

・日本摂食障害協会は、本事業の実施を通じて、この分野の全国唯一の中間支援組織としての体制を確立する。 具体的にはREADYFOR
社とのコンソーシアム組成を通じて、事業企画の立案・評価指標の管理・団体伴走（事業進捗／精算管理など）の運営機能を協会内に
持つ。
・中間支援組織としての体制拡充と同時に、摂食障害の当事者・家族および専門職（管理栄養士、臨床心理士など）向けの研修会等を
会の収益事業としてより広範囲・高頻度に実施することで経営基盤を強固なものにする。
・本事業において、実行団体にはインパクト評価を目的とした共通調査（包括的な支援を行うことによる相談件数や支援利用継続率の
変化など）への協力を依頼する。その成果をとりまとめ、厚生労働省（摂食障害支援の国事業の拡大）および文科省（教育機関と支援
機関の連携事業の新設）など協会が連携実績のある省庁へ事業継続化に向けた政策提言を実施する。

実行団体の法人格、規模に合わせ、最適な出口戦略を想定する。（下記は一例）
①NPO団体などの場合：自主事業（就労支援B型事業所など）の設立／規模拡大
本事業により摂食障害当事者・家族との接点を作り、居場所と就労の場として就労支援B型作業所などを設立（もしくは規模拡大）。事
業収入により相談アウトリーチ事業を継続する
②医療法人（比較的大規模な病院など）の場合：国による摂食障害支援拠点病院への指定
現状、支援拠点病院の指定は全国で5県のみ。背景には医療連携体制のノウハウ不足などがある（厚労省アンケート）。本事業により構
築した医療連携や相談事業の実績をもとに国事業の指定を受けることで、継続的な事業運営が可能になる
③医療法人（比較的小規模なクリニックなど）の場合：一部の収益事業化による存続
相談支援事業の一部有償化、関連職種（養護教諭、管理栄養士など）への講習会収益などにより事業を存続させる

資金分配団体

実行団体



Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 722/800字
【日本摂食障害協会】
これまで以下の助成事業に採択されています。
・公益財団法人日本財団「摂食障害の治療環境支援と社会啓発活動」（2017年～2019年）助成金額：1882万円
・公益財団法人三菱財団 社会福祉事業・研究助成金「摂食障害患者の就労実態調査と社会復帰支援」（2017年）助成金額：200万円
日本摂食障害協会は今後、休眠預金を含めた資金分配側の事業の継続を目指しており、本事業の運営に真摯に取り組むことを通じて、ノウハウを蓄積していきたいと考えており
ます。

【READYFOR】
2019年より、以下の助成事業の運営・事業伴走を実施。複数の休眠預金活用事業の運営経験があります。
・自主助成事業 「新型コロナウイルス感染症：感染拡大防止基金」（2020年4月～）  助成団体数：165 助成金額：8億7249万1000円
・休眠預金活用事業「コロナウイルス対応緊急支援」（2020年7月～）  助成団体数：26 助成金額：2億1249万5592円
・自主助成事業 「新型コロナウイルス感染症：いのちとこころを守るSOS基金」（2021年1月～）助成/伴走団体数：34 助成金額：7292万2377円
・休眠預金活用事業「深刻化する『コロナ学習格差』緊急支援事業」（2021年10月～） 助成/伴走団体数：17 助成金額：2億9750万円（※認定NPO法人キッズドアとコン
ソーシアムにより実施）
・休眠預金活用事業「長期化する若者の『コロナ失職』包括支援」（2022年3月～）  助成/伴走団体数：18 助成金額：3億3739万円（※認定NPO法人育て上げネットとコ
ンソーシアムにより実施）



(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 798/800字
【日本摂食障害協会】
①摂食障害に関する国内実態調査
・摂食障害の受入れ可能な全国の病院調査／リスト作成
・全国の一般女性における摂食障害についての認識調査
・当事者を対象にしたWebアンケートによる「新型コロナウイルス感染症が摂食障害に及ぼす影響」調査
・当事者を対象にしたアンケートと対面聞き取りによる「摂食障害患者の就労実態調査と社会復帰支援」調査
②当事者／家族への相談支援
・ネット／メールを利用し、医師や臨床心理士による相談業務を実施。頻出する相談内容と専門家の返答をまとめてQ&A集として刊行し、相談支援の質の向上を推進
③医療者／教員向けコンテンツ制作
・医療従事者向けに「チームで取り組む摂食障害治療・支援ガイドブック」を刊行。小中高の教員向けに「摂食障害に関する学校と医療のより良い連携のための対応指針」を制
作。
④啓発イベント実施
・日本財団の助成事業で2017年〜2019年に全国主要都市にて30回の講演を実施。対象は医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、心理士、歯科衛生士、精神保健福祉士、養護教
論、パーソナルトレーナー、食品メーカー、メディア関係者、当事者とその家族、一般市民など幅広い対象への啓発を実施。
・毎年6月2日に、世界40カ国・200以上の摂食障害患者とその家族、専門家や研究者、サポーターらからなる組織が啓発と支援活動を世界中で同時に行う「世界摂食障害アク
ションディ」を日本で開催。

【READYFOR】
・運営するクラウドファンディングサービスにおいて、精神疾患の課題解決に取り組む団体の資金調達に関するプロジェクトを過去、約250件実施。摂食障害支援プロジェクト
（摂食障害に苦しむ方に寄り添い15年。SEEDきょうとの活動費を募集）においては、摂食障害の当事者家族支援に関わるNPO団体と共に、施設の運営費として137人から250万
円を調達に成功した。



Ⅷ.実行団体の募集

198/200字

198/200字

200/200字

Ⅸ.事業実施体制

196/200字

200/200字

3年間で3000万円（小規模団体）～5000万円程度（大規模団体）

【具体的な用途例】
・人件費：常勤1名（ソーシャルワーカー・心理士など） 非常勤3名（医療者／経理／事務）
・その他運営費（業務委託費、設備費、交通費、製作費、広告費など）
【補足】事業期間中は、教育機関等との連携構築や相談支援の整備などに常勤職員を充て、事業終了後は非常勤体制としてより小さい予算規模でも継
続可能な体制を構築

日本摂食障害協会には摂食障害治療に関わる医師・臨床心理士など50名程度が所属、会員への直接の呼びかけおよび連携機関への周知を行うことで案
件の確保が可能。協会の理事長である鈴木は本領域の研究者が所属する日本摂食障害学会の理事も務めており、学会を通じた募集も行う。構成団体
READYFORは過去2万団体を超えるクラウドファンディング利用者ネットワーク（摂食障害支援団体も複数存在）を通じた案件発掘を行う。

あり
日本摂食障害協会は幹事団体として事業全体を統括する他、専門性を生かした事業伴走を主に担当。協会には50名の医師・臨床心理士が所属し、団体
の状況／規模に応じた支援を実施。READYFORは経費精算など運営業務を主に担当する他、団体の基盤整備に関する伴走を主に担当。規程類などガバ
コン整備ほか、事業進捗管理、出口戦略の戦略策定を実施。
☆メンバー構成・役割はコンソーシアム実施体制表に詳細図を添付

日本摂食障害協会は医療機関の病院長や教授を中心とした理事体制のほか、常設の事務局・経理体制を整備しており、JANPIA指定の規程類を整備済
で公開可能な状態を整備している。
READYFORは社内弁護士を含む法務部を設置し上場会社準拠のガバナンス体制を敷き、個人情報保護体制に関してISMS国際規格「ISO/IEC
27001:2013」および国内規格「JIS Q 27001:2014」の認証を取得。

(1)採択予定実行団体数 6団体程度
①摂食障害支援に取り組むNPO団体等のうち、当事者や家族への相談・就労支援などの実績のある団体
②医療機関（病院・クリニックなど）のうち、摂食障害専門外来の開設など治療経験がある団体
※資金分配団体が把握する限り、①②合わせて候補団体は全国に50団体程度
※なお支援体制が不足する地域への対策を重視し、国が指定する「摂食障害支援拠点病院」が存在しない自治体（全国42都道府県）からの申請を優先
する

(2)実行団体のイメージ

(3)1実行団体当り助成金
額

(4)案件発掘の工夫

(1)コンソーシアム利用有無

(2)事業実施体制、メン
バー構成と各メンバーの
役割

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制



資金計画書 1

資金分配団体
2023/11/01 2027/03/31

事業名
団体名

助成金
299,006,453 295,706,453
252,000,000 252,000,000
47,006,453 43,706,453

プログラムオフィサー関連経費 24,532,000 24,532,000
評価関連経費 26,826,229 26,826,229

14,426,229 14,426,229
12,400,000 12,400,000

350,364,682 347,064,682合計

バージョン
（契約締結・更新回数）

申請団体
事業期間

資金分配団体
見過ごされる「摂食障害」60万人・支援モデル形成事業
一般社団法人日本摂食障害協会

3,300,000

合計
自己資金・民間資金

事業費 3,300,000
0

3,300,000
－
－
－
－

実行団体への助成
管理的経費

資金分配団体
実行団体用

～

必須入力セル



資金計画書資料 ①調達の概要

1. 事業費（助成金、自己資金・民間資金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

5,476,142 97,548,513 96,340,899 96,340,899 295,706,453
84,000,000 84,000,000 84,000,000 252,000,000

5,476,142 13,548,513 12,340,899 12,340,899 43,706,453
0 1,100,000 1,100,000 1,100,000 3,300,000

0 0 0 0
1,100,000 1,100,000 1,100,000 3,300,000

5,476,142 98,648,513 97,440,899 97,440,899 299,006,453
0 84,000,000 84,000,000 84,000,000 252,000,000

5,476,142 14,648,513 13,440,899 13,440,899 47,006,453
100.0% 98.9% 98.9% 98.9% 98.9%

2. プログラム・オフィサー関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

1,390,000 7,912,000 7,615,000 7,615,000 24,532,000
715,000 4,917,000 4,800,000 4,800,000 15,232,000
675,000 2,995,000 2,815,000 2,815,000 9,300,000

3. 評価関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

1,494,752 8,604,177 8,241,135 8,486,165 26,826,229
1,494,752 4,404,177 4,241,135 4,286,165 14,426,229

4,200,000 4,000,000 4,200,000 12,400,000

4. 合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

8,360,894 114,064,690 112,197,034 112,442,064 347,064,682
8,360,894 115,164,690 113,297,034 113,542,064 350,364,682

助成金 (A)
実行団体への助成
－
管理的経費

自己資金・民間資金 (B)
実行団体への助成
管理的経費

合計 (A+B)
実行団体への助成
管理的経費

 

補助率 (A/(A+B))

プログラム・オフィサー関連経費 (C)
プログラム・オフィサー人件費等
その他経費

評価関連経費 (D)
資金分配団体
実行団体用

助成金計(A+C+D)
総事業費(A+B+C+D)

必須入力セル 任意入力セル



※指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合
金融機関からの融資や財団からの助成を受ける等の理由で本事業の指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合、
上記1から3までの総事業費には含めず、以下に当該資金の金額および使途を記入してください。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0 0 0 0 0

100.0% 98.9% 98.9% 98.9% 98.9%

使途 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

指定口座外で管理する自己資金・民間資金合計 (E)
補助率 (A/(A+B+E))
該当の自己資金・民間資金に関する説明を付して

調達先



資金計画書資料 ②自己資金・民間資金

(1)年度別合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 計

自己資金･民間資金 0 1,100,000 1,100,000 1,100,000 3,300,000

(2)内訳
1.事業費「自己資金・民間資金 (B)」の調達予定について、調達方法、調達金額、調達確度、調達時期等を記載してください。

年度 調達方法 調達金額[円] 調達確度

2024年度 内部留保 1,100,000 B:内諾済
2025年度 内部留保 1,100,000 B:内諾済
2026年度 内部留保 1,100,000 B:内諾済

説明（調達時期等）

内部留保から自己資金を計上する想定でおります

内部留保から自己資金を計上する想定でおります

内部留保から自己資金を計上する想定でおります

必須入力セル 任意入力セル



事業名：

団体名：

<留意点>

公募システム添付先 提出する書類
提出
形式

通常枠 チェック 備考

助成申請書 様式01 助成申請書 PDF ● 添付済み ※書式厳守（登録印の押印が必要）

事業計画書 様式02 事業計画書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

資金計画書等 様式03 資金計画書等 Excel ● 添付済み ※書式厳守

申請書類チェックリスト Excel ● 添付済み ※書式厳守

事業設計図補足資料 事業設計図補足資料 PDF 任意 該当しない

その他（計画の別添等） 添付済み
※団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してください。
※「提出する書類」の欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は行を追加してください。

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み ※書式厳守

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 添付済み

※書式厳守
※役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイトから指定のフォー
ムでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA WEBサイト申請ページをご確認く
ださい。）
※ 過去資金分配団体に採択された団体で、最新の書類を提出済みの団体は提出不要で
す。

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

※該当する規程類が添付できていることを確認し、チェックしてください。
※過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されてい
る団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。た
だし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。

登記事項証明書 登記事項証明書(全部事項証明書) PDF ● 添付済み ※発行日から３ヶ月以内の全部事項証明書の写しをご提出ください。

事業報告書（過去3年分） 事業報告書 PDF ● 添付済み ※設立から３年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出ください。

貸借対照表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 該当しない

財産目録◎ PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

PDF ● 添付済み

申請事業ご
とに提出す
る申請書類

団体ごとに
提出する申
請書類
※複数事業申請
の場合、2事業
目は記入不要

様式04 申請書類チェックリスト※本紙

様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）

※設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出ください。
※随時枠の場合は前年度分のみ提出ください。

◎キャッシュ・フロー計算書、附属明細書、財産目録及び収支決算書については、作
成している場合は提出してください。監事及び会計監査人による監査報告書は監査を
受けている場合提出してください。
※ソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業については、「決
算報告書類（過去３年分）」を参考書類として提出していただきます。

損益計算書(活動計算書、正味財産増減
計算書、収支計算書等)

収支決算書◎

監事及び会計監査人による監査報告書◎

申請書類チェックリスト

見過ごされる「摂食障害」60万人・支援モデル形成事業

一般社団法人日本摂食障害協会

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
本チェックリストも申請書類と合わせて提出してください。

・本申請チェックリストは事業ごとにご提出ください。なお、２事業目は、「団体ごとに提出する申請書類」の記載は不要です。
「申請事業ごとに提出する書類」のみ記載してください。

※通常枠では、申請団体は、4つの助成事業のうち、同一事業区分の中では1事業まで、異なる事業区分間では合計2事業まで申請できます。
なお、災害支援事業については、防災・減災支援、緊急災害支援、災害復旧・生活再建支援については組み合わせての申請も可能とし、この場合は１事業として申請してください。



※コンソーシアムで申請の場合には、幹事団体は以下書類もご提出ください。

コンソーシアムの実施体制表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み ※書式厳守

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 該当しない

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

貸借対照表 PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 該当しない

財産目録◎ PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

※該当資料の上記【備考】をご確認ください。

決算報告書類（過去3年分）
※該当資料の上記【備考】をご確認ください。
※申請時点で非幹事団体として決定している場合、非幹事団体分をご提出ください。

監事及び会計監査人による監査報告書◎

申請事業ご
とに提出す
る申請書類

コンソーシアム関連書類
（申請事業ごと） 様式C01 コンソーシアムに関する誓約書

幹事団体以
外の各コン
ソーシアム
構成団体分
の書類

様式07 規程類必須項目確認書

損益計算書(活動計算書、正味財産増減
計算書、収支計算書等)

収支決算書◎



















































































































































(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

団体情報入力シート

法人格 団体種別 一般社団法人 資金分配団体

団体名 日本摂食障害協会

郵便番号 102-0094

都道府県 東京都

市区町村 千代田区紀尾井町

3-33 プリ ンス通り ビル2階

03-5226-1084

ht t ps: //www. j af ed. j p/

ht t ps: //t wi t t er . com/i nf o43412297

ht t ps: //www. f acebook. com/j af ed. j p/

ht t ps: //www. i nst agr am. com/of f i ci al j aed/

2016/03/09

番地等
電話番号

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト

その他のWEBサイト
(SNS等)

設立年月日
法人格取得年月日

フリガナ
氏名

2016/03/09

スズキマリ

鈴木眞理

理事長

9
8

0

1

0

代表者(1)
フリガナ
氏名
役職

代表者(2)
役職

役員数［人］
理事・取締役数［人］
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

職員・従業員数［人］
常勤職員・従業員数［人］

有給［人］
無給［人］

非常勤職員・従業員数［人］
有給［人］
無給［人］

事務局体制の備考

7
0
0

0

7

1

6

事務局が株式会社ワンメ ディ カ ル社へ業務委託。

必須入力セル 任意入力セル



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

団体会員数［団体数］
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］

個人会員・ボランティア数
ボランティア人数(前年度実績)［人］
個人正会員［人］
個人その他会員［人］

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なるこ
と
決済責任者 氏名／勤務形態
通帳管理者 氏名／勤務形態

経理担当者 氏名／勤務形態

年間決算の監査を行っているか

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価セン
ター等）を受けてますか

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してくださ
い

業務別に区分経理ができる体制の可否

今までに助成事業を行った実績の有無
申請前年度の助成件数［件］
申請前年度の助成総額［円］

助成した事業の実績内容

今までに助成を受けて行っている事業の実績

助成を受けた事業の実績内容

0

0

通帳管理者と決済者が同一

内部監査で実施

受けていない

区分経理できる体制である

なし

あり

１ ） 三菱財団 2017年 2, 000, 000円
２ ） 日本財団 2017年 6, 330, 000円

日本財団 2018年 6, 490, 000円
   日本財団 2019年 6, 000, 000円



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

事業 種別・状況
番号

対象 申請

年度

左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合
申請中・申請予定又は採択され
た資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択され
た事業名



役員名簿

番号 入力確認欄 ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

1 OK ｽｽ゙ ｷﾏﾘ 鈴木眞理 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事長

2 OK ﾔﾏｵｶﾏｻﾕｷ 山岡昌之 一般財団法人 日本摂食障害協会 副理事長

3 OK ｽｴﾏﾂﾋﾛﾕｷ 末松 弘行 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

4 OK ﾊﾔｼｺｳｽｹ 林 公輔 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

5 OK ｻｸﾀﾘｮｳｲﾁ 作田 亮一 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

6 OK ﾆｼﾞ ｿﾞ ﾉﾏ ﾊーｱﾔ 西園マーハ文 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

7 OK ｷﾑﾗﾉﾘｺ 木村 記子 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

8 OK ｵｵﾂﾐﾂﾋﾛ 大津光寛 一般財団法人 日本摂食障害協会 理事

9 OK ﾀｹﾋｻﾁﾅﾂ 武久 千夏 一般財団法人 日本摂食障害協会 監事

（入力方法）
□役員名簿には、貴団体に所属する役員すべてを記載してください。
□役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
□備考欄には、他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）、申請団体における役員としての、今回申請する事業の実施に影響すると考えられ
る情報を記載ください。
□氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）
□氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）
□生年月日（大正は T、昭和は S、平成は Hで半角とし、数字は２桁半角）
□性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役職名をセルごとに入力してください。
□入力確認欄にchek!が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
□黄色いセルは文字を入力すると白くなります。記入漏れがないようにすべての項目の入力をお願いします。
（留意事項）
※記載例は、消して使用してください。
※外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ読みを入力してください。
※提出の際は、本エクセルにてご提出ください（PDF等に変換はしないでください）。
※上記の要件を満たしていない場合は、再提出を求めることがございます。
※役職名は必ず役職を入れてください。
※明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は1月7日までです。

必須入力セル 任意入力セル



※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 見過ごされる「摂食障害」60万人・支援モデル形成事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 一般社団法人日本摂食障害協会

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 確認が必要です。F列に未記入があるか、提出
時期と整合していません（E列が「内定後提出」
の場合は空欄にしてください）

記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 14条

公募申請時に提出 定款 15条

公募申請時に提出 定款 15条

公募申請時に提出 定款 15条

公募申請時に提出 定款 13条

公募申請時に提出 定款 18条

公募申請時に提出 定款 19条

内定後1週間以内に提出
評議員会の設置がなく、該当する書類、項
目がありません。どのように対応すればよい
かご相談させてください。

. . .

公募申請時に提出 理事会規程 4条

公募申請時に提出 理事会規程 4条

. . .

公募申請時に提出 理事会規程 6条

公募申請時に提出 定款 31条

公募申請時に提出 定款 31条

公募申請時に提出 定款 31条

公募申請時に提出 定款 30条

公募申請時に提出 定款 33条

公募申請時に提出 定款 35条

公募申請時に提出 理事会規程 11条

⚫ 理事の職務権限 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事会規程 7条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監事監査規程 6条

. . .

公募申請時に提出 謝金支払規程 3条・4条・5条

公募申請時に提出 謝金支払規程 10条

（６）決議（過半数か3分の2か）

規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

・評議員会規則
・定款

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」という内容を含ん
でいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除外規定は必
須としないこととします。

⚫ 理事の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の３分の１を超
えないこと」という内容を含んでいること

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総数の３分の１
を超えないこと」という内容を含んでいること

定款

・定款
・理事会規則

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関す
る規程

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定されていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（２）報酬の支払い方法

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内容を含んでい
ること



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 12条

公募申請時に提出 倫理規程 5条・13条

公募申請時に提出 倫理規程 11条

公募申請時に提出 倫理規程 10条

公募申請時に提出 倫理規程 10条

公募申請時に提出 倫理規程 8条

公募申請時に提出 倫理規程 9条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出
現状は申請前提の規程になっていないので
採択後に倫理規定に追記をさせて頂きま
す。

公募申請時に提出 倫理規程 10条

公募申請時に提出 倫理規程 10条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 9条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 7条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 10条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 公益通報者保護規程 5条・6条

公募申請時に提出 公益通報者保護規程 12条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 2条

公募申請時に提出 事務局規程 3条

公募申請時に提出 事務局規程 4条

公募申請時に提出 事務局規程 8条・9条・10条

. . .

公募申請時に提出 謝金支払規程 5条

公募申請時に提出 謝金支払規程 5条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 9条

公募申請時に提出 文書管理規程 7条

公募申請時に提出 文書管理規程 4条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程 6条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 6条

公募申請時に提出 リスク管理規程 12条

公募申請時に提出 リスク管理規程 11条

公募申請時に提出 リスク管理規程 13条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 6条

公募申請時に提出 経理規程 3条

公募申請時に提出 経理規程 5条、15条、16条

公募申請時に提出 経理規程 8条、9条

公募申請時に提出 経理規程 18条

公募申請時に提出 経理規程 12条

公募申請時に提出 経理規程 25条、26条

（１）基本的人権の尊重

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

倫理規程

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為を行わな
い」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ措置」につい
て具体的に示すこと

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与
えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織において内容確認
を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

コンプライアンス規程

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公表する」という
内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設置されている
」という内容を含んでいること

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本給、手当、賞与等

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28年12月9日消
費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

文書管理規程

リスク管理規程

経理規程（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（１）決裁手続き

（２）文書の整理、保管

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（３）保存期間

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

（４）緊急事態対応の手順

（１）区分経理



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般社団法人日本摂食障害協会 

定款 



一般社団法人日本摂食障害協会 定款 

 

第１章 総 則 

 

(名称) 

第１条 当法人は、一般社団法人日本摂食障害協会と称する。 

 

(事務所) 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都千代田区に置く。 

２ 当法人は、理事会の決議によって、従たる事務所を設置することがで

きる。 

 

(目的) 

第３条 当法人は、摂食障害に関する知識の普及啓発、予防、治療の充実に
向けての支援、などに寄与することを目的とする。 

 

(事業) 

第４条 当法人は前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

(1) 摂食障害患者及び患者家族の支援 
(2) 摂食障害に関する啓発活動及び予防活動 
(3) 摂食障害関係者に対する情報提供 
(4) 摂食障害の治療機関及び相談機関への支援 
(5) 摂食障害の治療者及び治療等に関わる人材の育成支援 
(6) 摂食障害に関する調査研究 
(7) 摂食障害に関する海外関係団体との連携 
(8) その他目的を達成するために必要な事業 

 

(公告の方法) 

第５条 当法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

 

 

第２章 社 員 

 

(入社) 

第６条 当法人の目的に賛同し、入社した者を社員とする。 

２ 当法人の社員は、次の１種とする。 
(1) 正社員：摂食障害の予防、診断及び治療に関する知識又は経験を有
する医師、歯科医師、研究者及び摂食障害に関する相当の知識を有する
個人 

３ 社員として入会しようとする者は、別に定める手続きに従って、理事
長に申請し、理事会の承認を受けなければならない。 

 
(経費等の負担) 

第７条 社員は、当法人の目的を達成するため、それに必要な経費を支払う
義務を負う。 

 



(退社) 

第８条 社員は、いつでも退社することができる。ただし、１か月以上前に
当法人に対して予告をするものとする。 

 
(除名) 

第９条 当法人の社員が、当法人の名誉を毀損し、若しくは当法人の目的に
反する行為をし、又は社員としての義務に違反するなど除名すべき正当
な事由があるときは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(以下
「一般法人法」という。)第４９条第２項に定める社員総会の決議により
その社員を除名することができる。 

 
(社員の資格喪失) 

第１０条 社員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪
失する。 
(1) 退社したとき。 
(2) 成年被後見人又は被保佐人になったとき。 
(3) 死亡し、若しくは失踪宣告を受けたとき。 
(4) １年以上会費を滞納したとき。 
(5) 除名されたとき。 
(6) 総社員の同意があったとき。 

 
(社員名簿) 

第１１条当法人は、社員の氏名及び住所を記載した社員名簿を作成する。 

 

 

第３章 社員総会 

 

(構成) 

第１２条 社員総会は、すべての社員をもって構成する。 

 

(権限) 

第１３条 社員総会は、次の事項について決議する。 

(1) 社員の除名 

(2) 理事及び監事の選任又は解任 

(3) 理事及び監事の報酬等の額 

(4) 計算書類等の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 解散及び残余財産の処分 

(7) その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定める事

項 
 

(開催) 
第１４条 当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時

社員総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時社員総会は、
必要に応じて開催する。 

 

(招集) 



第１５条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議

に基づき理事長が招集する。 

２  総社員の議決権の１０分の１以上の議決権を有する社員は、理事長に対

し、社員総会の目的である事項及び招集の理由を示して、社員総会の招

集を請求することができる。 

 

(議長) 

第１６条 社員総会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 

(議決権) 

第１７条 社員総会における議決権は、社員１名につき１個とする。 

 

(決議) 

第１８条 社員総会の決議は、総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、

出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 一般法人法第４９条第２項の決議は、総社員の半数以上であって、総

社員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

 

(議事録) 

第１９条 社員総会の議事については、法令の定めるところにより、議事録

を作成する。 

２ 議長及び出席した理事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

 

 

第４章 役 員 

 

(役員) 

第２０条 当法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 ３名以上８名以内 

(2) 監事 ２名以内 

２ 理事のうち、１名を代表理事とする。 

 

(役員の選任) 

第２１条 理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。 

２ 代表理事は、理事会の決議によって理事の中から選定し、代表理事を

もって理事長とする。 

３ 監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができ

ない。 

 

(理事の職務及び権限) 

第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより、

職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款の定めるところにより、当法人を代表し、

その業務を執行する。 



 

(監事の職務及び権限) 

第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、

監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法

人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

(役員の任期) 

第２４条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時社員総会の終結の時までとする。 

２  監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時社員総会の終結の時までとする。 

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了す

る時までとする。 

４ 理事若しくは監事が欠けた場合又は第２０条第１項で定める理事若

しくは監事の員数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任し

た理事又は監事は、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は

監事としての権利義務を有する。 

 

(役員の解任) 

第２５条 理事及び監事は、社員総会の決議によって解任することができる。

ただし、監事を解任する決議は、総社員の半数以上であって、総社員の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

 

(役員の報酬等) 

第２６条 理事及び監事に対して、その職務執行の対価として、社員総会に

おいて定める役員報酬支給基準に従って、報酬等を支給することができ

る。 

 

(取引の制限) 

第２７条 理事は、次に掲げる取引をしようとする場合には、理事会において、

その取引について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

(1) 自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

(2) 自己又は第三者のためにする当法人との取引 

(3) 当法人がその理事の債務を保証することその他その理事以外の者と

の間における当法人とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引後、遅滞なく、その取引について

の重要な事実を理事会に報告しなければならない。 

 

(責任の一部免除又は限定) 

第２８条 当法人は、一般法人法第１１４条第 1 項の規定により、理事又は

監事が任務を怠ったことによる損害賠償責任を、法令に規定する額を限



度として、理事会の決議により、免除することができる。 

 

 

第５章 理事会 

 

(構成) 

第２９条 当法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

(権限) 

第３０条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1) 業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 代表理事の選定及び解職 

 

(招集) 

第３１条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、あらかじめ理事

会が定めた順序により他の理事が招集する。 

３ 理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで理事

会を開催することができる。 

 

(議長) 

第３２条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 

(決議) 

第３３条 理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決

に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般法人法第９６条の要件を満たすときは、

当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

 

(報告の省略) 

第３４条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき

事項を通知したときは、その事項を理事会に報告することを要しない。

ただし、一般法人法第９１条第２項の規定による報告については、この

限りでない。 

 

(議事録) 

第３５条 理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作

成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

 

(理事会規則) 



第３６条 理事会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定める

もののほか、理事会の規則で定める。 

 

 

第６章 基 金 

 

(基金の拠出等) 

第３７条 当法人は、基金を引き受ける者の募集をすることができる。
２ 拠出された基金は、当法人が解散するまで返還しない。 
３ 基金の返還の手続については、基金の返還を行う場所及び方法その他
の必要な事項を清算人において別に定めるものとする。 

 

 

第７章 計 算 

 

(事業年度) 

第３８条 当法人の事業年度は、毎年７月１日から翌年６月３０日までの年
１期とする。 

 

(事業報告及び決算) 

第３９条 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事

長が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、

定時社員総会に提出し、第１号及び第２号の書類については、その内容

を報告し、第３号から第５号までの書類については、承認を受けなけれ

ばならない。 

 (1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 損益計算書(正味財産増減計算書) 

(5) 貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減計算書)の附属明細書 

２ 前項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、

定款及び社員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するもの

とする。 

 

(剰余金の不分配) 

第４０条 当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

 

第８章 定款の変更、解散及び清算 

 

(定款の変更) 

第４１条 この定款は、社員総会における、総社員の半数以上であって、総

社員の議決権の３分の２以上に当たる多数の決議によって変更すること

ができる。 

(解散) 



第４２条 当法人は、社員総会における、総社員の半数以上であって、総社

員の議決権の３分の２以上に当たる多数の決議その他法令に定める事由

によって解散する。 

 

(残余財産の帰属) 

第４３条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決

議を経て、当法人と類似の事業を目的とする他の公益法人又は国若しく

は地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 

第９章 附 則 

 

(最初の事業年度) 

第４４条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２８年６月
３０日までとする。 

 

(設立時の役員) 

第４５条 当法人の設立時理事及び設立時監事は、次のとおりとする。 

設立時理事 生野 照子、石川 俊男、鈴木 裕也、末松 弘行 

山岡 昌之、鈴木 眞理、西園 文 
設立時監事 田中 建 

 
(設立時社員の氏名又は名称及び住所) 

第４６条 設立時社員の氏名又は名称及び住所は、次のとおりである。 

氏名 住所 

生野 照子  

鈴木 眞理  

山本 隆太郎  

 
 

 (法令の準拠) 

第４７条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 

以上、一般社団法人日本摂食障害協会の設立のため、設立時社員 生野 照子、

鈴木 眞理、山本 隆太郎の定款作成代理人 田村 桂一は本定款を作成し、こ

れに記名押印する。 

 

平成２８年２月１１日 

 

 

 

定款作成代理人 田村 桂一 









コンプライアンス規程 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第 1 条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）の倫 

理規程の理念に則り、当法人に適用又は適用の可能性のある法令、定款又は 

内部規程の遵守（以下、「コンプライアンス」という。）上の問題を的確に管 

理及び処理し、もってその事業活動の公正かつ適正な運営に資するための組 

織及びコンプライアンス施策の実施及び運営の原則を定めることを目的とす 

る。 

 

（職員の定義） 

第 2 条 本規程における職員とは、理事、参与、フェロー、学生、アルバイトなど雇 

用条件にかかわらず、当法人の業務及び活動に関わるすべてのものをいう。 

 

（基本方針） 

第 3 条 当法人の職員は、法令、定款及び内部規程の内容を真摯に受け止め、事業活 

動の業務遂行に際してはコンプライアンスを最優先する。 

 

 

第２章 コンプライアンス体制 

 

（コンプライアンス統括管理者） 

第 4 条 当法人に、コンプライアンス統括管理者１名を置き、代表理事をもって充て 

る。 

２ コンプライアンス統括管理者は、当法人におけるコンプライアンス全般にか 

かわる事項を所管し、コンプライアンス担当者を指揮監督して、コンプライ 

アンスに関する各種施策を立案し、実施する責務を有する。 

３ コンプライアンス統括管理者は、理事会に対し定期的にこの法人のコンプラ 

イアイスの状況について報告する。 

 

(コンプライアンス担当者) 

第 5 条 当法人にコンプライアンス担当者１名を置き、事務局長をもって充てる。 

  ２ 統括管理者の指揮、監督の下でコンプライアンス統括管理者と連携を取り、 



    コンプライアンス施策の実施、維持および充実に努める。 

 

 

第３章 コンプライアンス委員会 

 

（委員会の構成） 

第 7 条 コンプライアンス委員会は、代表理事を委員長とし、理事、事務局長を委 

員として構成する。 

２ 委員長は、必要に応じて外部有識者を委員とすることができる。 

３ コンプライアンス委員会は、以下の事項を遂行する。 

1. コンプライアンス施策の検討及び実施 

2. コンプライアンス施策の実施状況のモニタリング 

3. コンプライアンス違反事件について原因の究明に向けた分析及び検討 

4. コンプライアンス違反関係者の厳格な処分の検討及び再発防止策の策定 

5. 第 3 号の原因の究明に向けた分析及び検討の結果並びに第 4 号の処分及び再

発防止策の公表 

6. その他コンプライアンス委員長が指示した事項 

 

（コンプライアンス委員会の開催） 

第 8 条 コンプライアンス委員会は、定例委員会として、委員長の招集により、理事 

会開催時に開催する。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、臨時委員会をいつでも招集するこ 

とができる。 

 

（コンプライアンス統括部門） 

第 9 条 当法人の事務局をコンプライアンス統括部門とする。 

２ コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス体制及びその整備にかか 

わる企画、推進及び統括を所管する。 

３ コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス施策の進捗状況その他の 

コンプライアンスにかかわる事項をコンプライアンス統括管理者に必要に 

応じて報告する。 

 

 

（報告、連絡及び相談ルート） 

第 10 条  職員は、コンプライアンス違反行為又はそのおそれがある行為を発見し 



た場合は、速やかにコンプライアンス統括部門に報告する。ただし、内部通報

規程に基づく通報等を行った場合はこの限りでない。 

２ 事務局長は、前項の報告でコンプライアンス違反行為又はそのおそれが 

ある事象を知ったときは、直ちにその旨をコンプライアンス統括管理者に 

報告するとともに、事実関係の調査を行い、対応方針を検討し、コンプラ 

イアンス統括管理者の承認を受けて当該事象への対応を実施、公表する。 

３ 職員は、緊急の事態等の事由により、コンプライアンス統括部門を経由 

することができないときは、第 1 項にかかわらず、コンプライアンス統括 

管理者に直接、同項の報告をすることができる。 

 

（職員のコンプライアンス教育） 

第 11 条  当法人は、職員に対してコンプライアンスに関する研修を行い、また、 

職員は当法人の倫理規程を含むこれらの事項について、定期的に研修を受 

けるものとする。 

 

（懲戒等） 

第 12 条  職員が第１０条第１項から第３項に定める報告を適切に行わなかった場 

合には、事実関係の調査及び意見聴取を目的として関係者を招集し、情状によ

りそれらの者を処分に処する。 

 

（改変） 

第 13 条  本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

 

附則   

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 



リスク管理規程 

 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条  本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）における

リスク管理に関して必要な事項を定め、もってリスクの防止及び当法人の損失の

最小化を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本規程における職員とは、理事、参与、フェロー、学生、アルバイトなど雇 

用条件にかかわらず、当法人の業務及び活動に関わるすべてのものをいう。当法

人の職員に適用されるものとする。 

 

（定 義） 

第３条 本規程において「リスク」とは、当法人に物理的、経済的若しくは信用上の 

損失又は 不利益を生じさせるすべての可能性をいい、「具体的リスク」とは、

不祥事の発生、当法人に関する誤った情報の流布、財政の悪化、法人内部の係

争、外部からの侵害、自然災害の発生その他の要因又は原因の如何を問わず、上

記の損失又は不利益の発生の具体的可能性を伴うすべての事象をいう。 

 

第２章 職員の責務 

 

（基本的責務） 

第４条 職員は、業務の遂行に当たって、法令、定款、規程等、当法人の定めるリス 

ク管理に関するルールを遵守しなければならない。 

 

（具体的リスクの回避等の措置） 

第５条 職員は、その職務を遂行するに際し、具体的リスクの発生を積極的に予見し、 

その内容 及び程度を適切に評価するとともに、当法人にとって最小のコストで

最良の結果が得られるよう、その回避、軽減及び移転その他必要な措置（以下

「回避等措置」という。）を事前に講じなければならない。 

 

２ 職員は、上位者を含む他の職員に対し、業務に関する指示を仰ぐ場合又は意 

見を求める場合には、当該業務において予見される具体的リスクを自発的に明ら



かにするとともに、当該具体的リスクに係る回避等措置について具申しなければ

ならない。 

 

（具体的リスク発生時の対応） 

第６条 職員は、具体的リスクの発生を認知した場合には、これに伴い生じる当法人 

の物理的、 経済的又は信用上の損失又は不利益を最小化するため、必要と認め 

られる範囲内で、十分な注意をもって初期対応を行う。この場合において職員 

は、当該具体的リスクに起因する別の具 体的リスクの有無も検討した上、必要

に応じ、その回避等措置も併せて講ずる。 

 

２ 職員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに適切な上位者に必要な報 

告をするとともに、その後の処理については事務局と協議を行い、上位者の指示 

に従う。 

３ 役員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに事務局に必要な連絡及び指 

示をするとともに、その後の処理について協議を行い、適切にこれを処理する。 

４ 前各項の規定にかかわらず、職員は、具体的リスクの認識の端緒がヘルプライ 

ンである場合には、当該具体的リスクに対する対応については、内部通報（ヘル 

プライン）規程に基づく対応を優先する。 

 

（具体的リスクの処理後の報告） 

第７条 職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及び結果につい 

て記録を作成し、理事長に報告しなければならない。 

 

（クレームなどへの対応） 

第８条 職員は、口頭又は文書により実行団体、民間公益活動を行う団体その他の利害 

関係者からクレーム、異議等を受けた場合には、それらが重大な具体的リスクに 

つながるおそれがあることに鑑み、直ちに上位者に報告し、指示を受ける。 

２ 前項の報告を受けた上位者は、クレーム、異議等の重要度を判断し、事務局と協 

議の上、適切に対応しなければならない。 

 

（対外文書の作成） 

第９条 職員は、当法人の外部に発信する文書（以下「対外文書」という。）の作成 

に当たっては常にリスク管理を意識し、その内容が具体的リスクの発生を招くも 

のでないことを確認しなければならない。 

２ 職員は、対外文書の作成に当たり、上位者の指示に従わなければならない。 

 



（守秘義務） 

第１０条 職員は、本規程に基づくリスク管理に関する計画、システム、措置等を立 

案又は実施する過程において取得した当法人及び当法人の関係者に関する 

情報に関して、秘密を保持しなければならず、第 1 条の目的に照らし、正当   

な理由がある場合を除き、当法人の内外を問わず開示し、又は漏えいしては 

ならない。 

 

第３章緊急事態への対応 

 

（緊急事態への対応） 

第１１条 当法人は、次条の規定に定める緊急事態が発生した場合、理事長をリスク管理

統括責任者として、緊急事態に対応する体制をとるものとする。 

 

（緊急事態の範囲） 

第１２条 本規程において緊急事態とは、次の各号に掲げる事象によって、当法人、 

当法人の事業所、又は職員に急迫の事態が生じ、又は生じるおそれがあ 

り、当法人を挙げた対応が必要である場合をいう。 

 

（1） 自然災害 

地震、風水害等の災害 

（2） 事故 

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

② 当法人の活動に起因する重大な事故 

③ 職員に係る重大な人身事故 

（3） インフルエンザ、コロナ等の感染症 

（4） 犯罪 

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝その他の外部からの不法な攻撃 

② 当法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査 

③ 内部者による背任、横領等の不祥事 

（5） 機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス 

（6） その他上記に準ずる法人運営上の緊急事態 

 

（緊急事態の発生時における対応の基本方針） 

第１３条 緊急事態の発生時においては、当該緊急事態の対応を行う部署は、次の各号に 

掲げる基本方針に従い、対応するものとする。ただし、次条の規定により緊急 

事態対策室（以下「対策室」という。）が設置される場合、当該部署は、対策 



室の指示に従い、対策室と協力して対応するものとする。 

 

（1） 地震、風水害等の自然災害 

① 生命及び身体の安全を最優先とする。 

② （必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

③ 災害対策の強化を図る。 

（2） 事故 

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

・生命及び身体の安全を最優先とし、環境破壊の防止にも努める。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・事故の再発防止を図る。 

② 当法人の活動に起因する重大な事故 

・生命及び身体の安全を最優先とする。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・事故の再発防止を図る。 

③ 職員に係る重大な人身事故 

・生命及び身体の安全を最優先とする。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・事故の再発防止を図る。 

（3） インフルエンザ、コロナ等の感染症 

・生命及び身体の安全を最優先とし、伝染防止にも努める。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・集団感染の予防を図る。 

（4） 犯罪 

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝、脅迫その他の外部からの不法な攻撃 

・生命及び身体の安全を最優先とする。 

・不当な要求に安易に屈せず、警察と協力して対処する。 

・再発防止を図る。 

② 当法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査 

・当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

・再発防止を図る。 

③ 内部者による背任、横領等の犯罪及び不祥事 

・当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・再発防止を図る。 

（5） 機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス 



・被害状況（機密情報漏えいの有無、当法人外への被害拡大や影響の 

有無）の把握 

・被害の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

・再発防止を図る。 

（6） その他経営上の事象 

当法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

 

（緊急事態対策室） 

第１４条 緊急事態が発生した場合又はその発生が予想される場合、理事長は、必要に応 

じて緊急事態対策室を設置するものとする。 

 

（対策室の構成） 

第１５条 理事長は、対策室を設置する。 

２ 対策室は理事長を室長とし、その他事務局長、理事長が必要と認める人で構成 

される。 

 

（対策室会議の開催） 

第１６条 室長は、必要と認めるときは、対策室会議を招集し、招集後直ちに出席可能な 

者の出席により開催する。 

 

（対策室の実施事項） 

第１７条 対策室の実施事項は、次のとおりとする。 

（1）情報の収集、確認及び分析 

（2）初期対応の決定及び指示 

（3）原因の究明及び対策基本方針の決定 

（4）対外広報又は対外連絡の内容、時期、窓口及び方法の決定 

（5）当法人の内部での連絡の内容、時期及び方法の決定 

（6）対策室から指示、連絡、又は命令ができないときの代替措置の決定 

（7）対策実施上の役割分担等の決定、対策実施の指示及びその実施状況の 

確認 

（8）その他必要事項の決定 

２ 首都直下地震又はそれに類する大規模自然災害が発生した場合又はその発生が 

予想される場合は、理事長が別途定める「首都直下地震等対策ガイドライン」 

に従うものとする。 

（職員への指示及び命令） 



第１８条 対策室は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められるときは、職員 

に対して一定の行動を指示又は命令することができる。 

２ 職員は、対策室から指示又は命令が出されたときは、当該指示又は命令に 

  従って行動しなければならない。 

 

（届 出） 

第１９条 緊急事態のうち、所管官公庁への届出を必要とするものについては、迅速に所 

管官公庁に届け出るものとする。 

２ 前項に規定する届出は、事務局長がこれを行う。 

３ 事務局長は、第１項に規定する届出の内容について、予め理事長の承認を得な

ければならない。 

 

（理事会への報告） 

第２０条 対策室は、緊急事態解決策を実施したときは、その直後の理事会で、次の事項 

を報告しなければならない。 

（1) 実施内容 

（2) 実施に至る経緯 

（3) 実施に要した費用 

（4) 懲罰の有無及びあった場合はその内容 

（5) 今後の対策方針 

 

（対策室の解散） 

第２１条 緊急事態が解決し、かつ対策の実施が完了したとき、対策室を解散する。 

 

（改 廃） 

第２２条 本規程の改廃は、理事会の決議による。 

 

（附 則） 

本規程は、令和 3年 4月 1日から施行する。 
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監事監査規程  

  

第１章 総 則 

 （目 的）  

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）における監

事の監査に関する基本的な事項を定めたものであり、監事の監査は、法令及び定

款に定めるもののほかは本規程による。  

  

（基本理念）  

第２条 監事は、当法人の機関として、理事と相互信頼の下に、公正不偏の立場で監査を行 

うことにより、当法人の健全な経営と社会的信頼の向上に努め、その社会的責任の 

遂行に寄与するものとする。  

  

（職 能）  

第３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、理事の職務執行に適法性を欠く事実又はその 

おそれのある事実若しくは著しく不当な事実を発見したときは、理事会に対し遅滞 

なく報告しなければならない。  

  

（業務・財産調査権）  

第４条 監事は、いつでも、理事及び関係部門に対し事業の報告を求め、又は当法人の業務 

及び財産の状況を調査することができる。  

  

（理事等の協力）  

第５条 監事が、前条の職務を遂行する場合は、理事又は関係部署の責任者はこれに協力す 

るものとする。  

   

第２章 監査の実施 

  

（監査事項）  
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第６条 監事は、監査事項について、調査・閲覧・立会・報告の聴取等により監査を行うも 

のとする。  

   

（会議への出席）  

第７条 監事は、理事会に出席し、意見を述べなければならない。  

２ 監事は、前項の会議に出席できなかった場合には、その審議事項について報告を 

受け、又は議事録、資料等の閲覧を求めるものとする。  

３ 監事は、第１項の会議以外の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。  

   

第３章 監事の意見陳述等  

  

（理事会に対する意見陳述義務）  

第８条 監事は、理事の職務の執行又はその他の者の業務上の行為が法令・定款に違反し、 

若しくは違反するおそれがあるとき、又は著しく不当であると認めたときは、遅滞 

なく理事会に報告しければならない。            

２ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理事に対し 

理事会の招集を請求し、又は自ら理事会を招集することができる。  

３ 監事は、業務の執行に当たり当法人の業務の適正な運営・合理化等又は当法人の

諸制度について意見を持つに至ったときは、理事に対し、意見を述べることがで

きる。  

  

（差止請求）  

第９条 監事は、理事が当法人の目的の範囲外の行為その他法令・定款に違反する行為を 

し、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、これにより当法人に著し 

い損害を生ずるおそれがあるときは、その理事に対し、その行為の差止めを請求す 

ることができる。 

  

（理事の報告） 

第 10 条 監事は、理事が当法人に著しい損害が発生するおそれのある事実を発見したとき 
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は、その事実の報告を受けるものとする。  

  

（会計方針等に関する意見）  

第 11 条 監事は、理事が会計方針及び計算書類等の記載方法を変更する場合には、予め変 

更の理由について報告するよう求めることができる。  

２ 監事は、会計方針及び計算書類等の記載方法について疑義があるときは、理事に 

意見を述べることができる。  

   

第４章 監査の報告  

  

（計算書類等の監査）  

第 12 条 監事は、理事から事業報告書及び計算書類並びにこれらの附属明細書を受領し、 

これらの書類について監査事項を監査する。  

  

（監査報告書）  

第 13 条 監事は監査を踏まえ、前条の監査を経て、法令の規定に従い、監査報告書を作成 

する。 

２ 前項の監査報告書には、作成年月日を付し、記名押印をするものとする。  

３ 監事は前項の監査報告書を、理事に提出する  

   

（監査補助者）  

第 14 条 監事の職務執行の補助機関としては、事務局が当たる。  

 

（改変） 

第 15 条  本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

  

附 則 

本規程は、当法人の成立の日から施行する。  
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経理規程 

    

第１章   総 則    

(目的) 

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会(以下「当法人」という。)における会

計処理の基準を定め、当法人の財政状態を明らかにすることにより、財政の健全

化とともに、当法人の事業活動の円滑な運営を図ることを目的とする。    

    

(適用範囲)    

第 2 条 本規程は、当法人の経理業務のすべてについて適用する。    

    

(会計の原則)    

第 3 条 会計処理は、公正性、透明性、経済性を原則とし、資産の増減及び異動をその 

発生の事実に基づき処理するものとする。    

    

(会計年度)    

第 4 条 会計年度は、定款第 38 条に定める事業年度に従い、毎年 7 月 1 日から翌年 6 

月 30 日までとする。    

    

(経理責任者)    

第 5 条 経理責任者は、事務局長とする。 

 

（会計区分）  

第 6 条 当法人の会計は、以下のように会計を区分して行う。 

1. 事業の区分に応じて会計を区分する。  

2. 税法上の収益事業に該当する事業に関して税務申告を行うに際しては、収益事業

と非収益事業のそれぞれの会計区分に共通費を適切な基準で按分することによ

り、税務申告額を算出する。 

    

(会計書類の保存・処分)    

第 7 条 会計に関する帳簿、会計伝票及びの証憑等の書類の保存期間は次のとおりとす 

る。    

1. 収支予算書及び計算書類  永久  

2. 会計帳簿、会計伝票    10 年    
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3. 証憑書類       10 年    

4. 長期保存の必要のない伝票、帳簿書類等    5 年 

 

２ 前項の期間は、決算日の翌日から起算し、帳簿等の処分を行うときは、事前に会 

計責任者の指示又は承認によって行う。   

  

第２章 勘定科目及び帳簿 

(会計帳簿)    

第 8 条 会計帳簿は次のとおりとする。    

1. 主要簿 総勘定元帳    

2. 補助簿 補助簿は、これを必要とする勘定科目について備え、会計伝票と   

総勘定元帳と有機的関連のもとに作成しなければならない。    

    

(会計伝票・帳簿の記載要件)    

第 9 条 会計伝票及び帳簿の記載要件は次のとおりにする。    

1. 会計伝票は発生年月日、支払又は入金の相手先、取引の内容、金額等を明瞭に記

載しなければならない。    

2. 帳簿には、取引の内容を適切かつ明瞭に記載し、正当に記載された内容を抹消し

てはならない。    

    

(改ざんの禁止)    

第 10 条 会計伝票、帳簿、証憑類は、塗抹、改描、削取、貼紙、修正液等による 

改ざんを行ってはならない。    

    

(帳簿の更新)    

第 11 条 帳簿は原則として、毎会計年度ごとに更新する。 

 

第３章 収支予算    

    

(事業計画書及び収支予算書の作成)    

第 12 条 事業計画書及び収支予算書は、毎会計年度開始前に作成し、理事会の承認後社 

員総会の決議を経て確定する。 
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(予備費の計上と使用) 

第 13 条 予測しがたい支出に充てるため予算に必要額の予備費を計上することができ

る。 

       

第４章 出 納    

    

(金銭の範囲)    

第 14 条 本規程において金銭とは、現金(通貨のほか、随時に通貨と引換えのできる小 

切手、証書等をいう。)、及び預貯金をいう。    

２ 有価証券及び手形は、金銭に準じて取り扱うものとする。    

    

(出納責任者)    

第 15 条 金銭の出納、保管のため、出納責任者を置く。    

２ 出納責任者は経理責任者が任命する。    

    

(金銭出納)    

第 16 条 出納責任者が金銭を収納したときは、経理責任者が特に認めた場合のほか、 

銀行に預け入れ、支出に充ててはならない。    

２ 領収書は出納責任者が発行する。ただし、銀行振込の場合には領収書の発行を 

省略することができる。    

３ 支払いは、小口支払いを除き銀行振込みによることとし、経理責任者の承認を 

得て行わなければならない。 

  

(金融機関との取引及び公印管理) 

第 17 条 金融機関との取引の開始又は廃止は、理事長の承認を受けなければならな

い。 

２ 預金の名義人は理事長とし、出納に使用する印鑑は経理責任者が保管し、押印 

するものとする。    

   

(手許現金の保管)    

第 18 条 出納責任者は現金の支払いに充てるため、手許現金を置くことができる。    

２  手許現金の額は、通常の所要額を勘案して必要最小限にとどめるものとする。 

     

(残高照合)    

第 19 条 出納責任者は、現金残高を、出納帳の残高と照合しなければならない。    
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２ 預貯金については、銀行預金通帳により帳簿残高と照合しなければな 

らない。    

    

(現金の過不足)    

第 20 条 現金に過不足を生じたときは、出納責任者は遅滞なくその原因を調査し、そ 

の措置について経理責任者に報告してその指示を受けなければならない。    

    

第 5 章 固定資産    

    

(固定資産の定義)    

第 21 条 本規程において固定資産とは、耐用年数が 1 年以上で、取得価額が 20 万円以 

上の有形固定資産及びその他の固定資産をいう。    

 

(減価償却)    

第 22 条 固定資産の減価償却については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に 

定める耐用年数によって行い、その方法は定額法あるいは定率法によるものとす 

る。    

            

(固定資産の管理)    

第 23 条 固定資産の管理責任者は経理責任者とし、固定資産管理台帳を設けて、固定資 

産の種類、名称、所在地、数量、取得価額、減価償却額、簿価等の必要事項 

を記録しなければならない。    

    

(固定資産台帳と現物の照合)    

第 24 条 固定資産の管理責任者は、固定資産の管理に当たり、毎会計年度 1 回以上固定 

資産台帳と現物を照合するものとする。紛失、毀損又は滅失等が生じた場合に 

は速やかに理事長に報告しなければならない。    

    

第６章 決 算    

    

   (年度末決算) 

第 25 条 年度末決算は、当該年度末における資産、負債の残高及び当該期間における損 

益に関し真正な数値を把握するための各帳簿の締切りを行い、資産の評価、債 

権・債務の整理、その他決算整理を的確に行うものとする。 
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(決算書類の作成)    

第 26 条 経理責任者は、毎会年度終了後速やかに次の決算書類を作成し、理事長に報告 

しなければならない。    

1. 事業報告    

2. 事業報告の附属明細書    

3. 貸借対照表    

4. 正味財産増減計算書    

5. 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書    

    

(決算書類の報告及び承認)    

第 27 条 理事長は前条の決算書類について、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を 

受けて定時社員総会に提出し、第１号及び第 2 号の書類については内容を報告

し、第３号から第 5 号までの書類については承認を受けなければならない。    

 

第７章 雑 則    

    

(細則)    

第 28 条 本規程に定めるもののほか、本規程の施行に必要な細則は、理事長が定めるも

のとする。    

 

(改変) 

第 29 条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。    

    

附則  

本規程は、当法人の成立の日から施行する。    
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公益通報者保護規程  

  

（目 的)  

第１条 一般社団法人日本摂食障害協会（以下、｢当法人｣という。）は、法令違反ないし不正行為 

による不祥事の防止及び早期発見、自浄作用の向上、風評リスクの管理、並びに社会的

信頼を確保しこの運営のあり方について明らかにするため、「公益通報者保護に関する規

程｣（以下、｢本規程｣という。）を定める。  

  

（職員の定義） 

第 2 条 本規程における職員とは、理事、参与、フェロー、学生、アルバイトなど雇 

用条件にかかわらず、当法人の業務及び活動に関わるすべてのものをいう。 

 

（対象者）  

第 3 条 本規程は、当法人の職員及び業務委託先の役員、及び職員・嘱託・臨時雇・契約職 

員・派遣従業員を含むすべての従業員（以下、｢職員｣という。）に対して適用する。  

  

（通報等）  

第 4 条 当法人、当法人の職員の不正行為として別表に掲げる事項（以下、「申告事項」と 

いう。）が生じ、又は生じるおそれがあり、これについて職員が通常の業務遂行上の手

段・方法によって改善することが不可能又は困難である場合、職員は本規程の定めると

ころにより、通報、申告又は相談(以下、「通報等」という。）をすることができる。  

２ 前項の申告事項を提供した者（以下、｢通報者｣という。）は、本規程による保護の対象と

なる。また、通報者に協力した職員及びその通報等に基づく調査に積極的に関与した職

員も同様とする。  

３ 職員は、本規程に基づき、通報等を積極的に行うよう努めるものとする。  

  

（通報等の方法）  

第 5 条 本規程に基づいて通報等をする場合、職員は、電話、電子メール又は直接面談する 

方法等により通報等をすることができる。  
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２ 職員から通報等を受けるヘルプライン窓口を事務局に設置する。  

  

（通報等の窓口での対応）  

第 6 条 ヘルプライン窓口は、申告事項のうち、業務上の法令違反や、社会から非難を受けるお

それのある業務上の通報等について受け付け、その対応を行うものとする。ただし、個

人に関する根拠のない誹謗中傷は受け付けないものとする。  

２ 無責任な通報等を避けること及び事実関係の確認と調査を行なうため、通報等は原則と 

して実名によるものとする。但し、事情により、匿名による通報等も受け付けるものと 

する。  

３ その他に定める守秘義務に関する規定は、本規程の定めにしたがって行われる通報等 

を妨げるものではない。  

  

（通報等に基づく調査）  

第 7 条 通報等を受けたヘルプライン窓口は、通報者に対して、速やかに調査を行う旨の通知又 

は正当な理由により調査を行わない旨の通知を行うものとする。  

２ 通報等に基づく調査において、通報等の対象となった者は、公正な聴聞の機会と申告事 

項への反論及び弁明の機会が与えられるものとする。  

３ 職員は、通報等に基づく調査に対して積極的に協力し、知り得た事実について忠実に 

真実を述べるものとする。  

  

（公正公平な調査）  

第 8 条 通報等を受けたヘルプライン窓口の担当者は、通報等の対象となった申告事項の内容 

（ただし、通報者の氏名を除く。）によっては、直ちにコンプライアンス担当理事に報告

し、調査チームを設置することが出来る。また、その事実の有無及び内容について速や

かに調査し、その調査結果をコンプライアンス担当理事、理事会に報告するものとす

る。  

２ 通報等によって提供された情報については、ヘルプライン窓口または調査チームにおい 

て調査することを原則とするが、必要に応じて法律事務所等他に調査を依頼することが 

できる。  
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３ ヘルプライン窓口、調査チーム、又は理事会における調査は、通報等に基づく情報によ 

り、公正かつ公平に行う。  

４ 前項の調査において通報者の名前を開示する必要がある場合であっても、通報者の同意 

を得なければ、通報者の氏名を開示することはできないものとする。  

 

（調査結果の通知等）  

第 9 条 調査担当部署は、通報等を受け付けたヘルプライン窓口に、調査結果をできる限り速や

かに通知するものとする。ただし、通報等の対象となった者の個人情報については、プ

ライバシーの侵害とならないよう、十分に注意するものとする。  

 

（調査結果に基づく対応）  

第 10 条 調査結果が重大である場合には、コンプライアンス担当理事又は当該業務担当理事は速 

やかに対応を行うものとし、必要に応じ理事会に諮問し又は直ちに違法行為を中止する

よう命令する等、必要な措置を講じる。 

  

（情報の記録と管理）  

第 11 条 通報等を受けたヘルプライン窓口の担当者及び調査担当部署は、通報者の氏名、通報 

等の経緯、内容及び証拠等を、部署内において記録･保管するものとする。  

２ 通報等を受けたヘルプライン窓口の担当者、調査チームなど、情報を知り得た者は、 

  その情報に関して秘密を保持しなければならず、通報者の同意がない限り、通報者の 

氏名等の情報を開示してはならない。  

  

（不利益の禁止）  

第 12 条 当法人の職員は、通報者の氏名等を知り得た場合、通報等の行為を理由として、通 

報者に対する懲罰、差別的処遇等の報復行為、通報者に対して不利益になることをして 

はならない。 

 

（改変） 

第 13 条  本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 
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附則   

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。  

  

 (別表)  

不正の定義  

本規程において、法令違反及び不正行為として申告できる事項は、次の事項とする。  

１ 法令に違反する行為（ただし、努力義務に係るものを除く。）  

２ 当法人の役員、職員、取引先、受益者、その他利害関係者の安全、健康に対して危険な行為

又は危険を及ぼすおそれのある行為  

３ 当法人の倫理規定に違反する行為（ただし、努力義務に係るものを除く。）  

４ 上記各号若しくはこれらの行為の隠蔽、証拠隠滅、情報漏洩により当法人の名誉又は社会 

的信用を侵害するおそれのある行為  

  

  

 

 



謝金支払規程 

 

（総則） 

第 1 条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）の代

表理事、理事、参与、監事、フェロー、アルバイト等（以下「職員」という。）

及び、部外講師に対する講師謝金や執筆謝金については、本規程の定めると

ころにより支払うものとする。 

 

（適用範囲） 

第 2 条 職員及び部外講師に対して、次の謝金及び旅費を支払う。 

（1）当法人の事業に関わる出張のうち、理事会が必要と認めた場合の旅費 

（2）当法人が開催・実施する会議、委員会、研究発表会、シンポジウム、現地調 

査、講習会等において、当法人が講演者や講師等を招聘する場合の謝金及び

旅費 

（3）当法人が講演者や講師等として学術会議や学術的イベント等に派遣する場 

合の謝金及び旅費 

（4）当法人が開催する会議等の運営を補助するアルバイトの賃金及び旅費 

（5）その他、理事会が認めた事業に関する謝金及び旅費 

 

（講師謝金） 

第 3 条 役員及び部外講師に対する講師謝金は、当該講師の社会的地位及び当該研究

に対する専門的知識の程度に応じ、別表１の区分による時間当たり単価に当

該時間数を乗じたものとする。 

 

（執筆謝金） 

第 4 条 役員及び部外執筆者に対する執筆謝金は、当該執筆者の社会的地位及び当該

研究に対する専門的知識の程度に応じ、別表１の区分による 400 字詰原稿用

紙 1 枚当たり単価に当該枚数を乗じたものとする。 
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（謝金区分） 

第 5 条 前 2 条に定める別表１の区分の適用については、別表２の通りとする。 

 

（旅費の構成） 

第 6 条 旅費は、交通費、宿泊費を支払う。 

 

（交通費） 

第 7 条 交通費は、時間、距離等を勘案して経済的な交通機関、旅程によることとし、

原則として実費を支給する。 

２ 交通費を支給する区間は、勤務地か自宅の近い方から会議等の開催地ま 

でとする。 

３ 特急列車及び航空機等を利用した場合は、その利用もしくは搭乗が確認 

できる書類を当法人に提出しなければならない。 

 

（宿泊費） 

第 8 条 支給対象者が宿泊を要する場合は、原則として 1 泊 12,000 円（税別）を上

限とし、宿泊費の実費を支給する。 

 

（上限額・手続きの例外措置） 

第 9 条 規定された上限額や手続き等が社会通念上不適当であるような事情がある

場合は、理事会の承認を経て、支払金額の増額もしくは手続きの簡素化をす

ることができる。 

 

（支給方法） 

第 10 条 報酬の支給は、口座登録情報の様式に記入の上、本人が指定する本人名義

の銀行口座に振り込む方法で支払うものとする。 

 

（改変） 

第 11 条  本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 
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附 則   

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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別表１ 

謝金支払に当たってのランク区分については、下記のとおりとする。 

ランク 

区分 

講師謝金 

（1 回当たり単価） 

執筆謝金 

（1 枚当たり単価） 

１ 

２ 

３・４ 

５・６ 

その他 

（アルバイト） 

30,000 円 

同上 

30,000 円 

50,000 円 

15,000 円を上限 

1,500 円 

同上 

2,000 円 

3,000 円 

なし 

 

注 1.上記金額には消費税を含まない。 

  2.一回あたりの出席の時間は概ね２時間、講演の時間は概ね１時間とする。 

  3.この表に拠り難い特別の事情があるときは、上記金額以上の額とすることができる 

4.職員、アルバイトはタイムカードを提出し、15,000 円を上限として支払う 

5.職員、アルバイトの時給は年齢、経験などにより、理事長が決定する 

 

別表２ 

区分 大学等 東証一部上場 

企業等 

役職以外の評価項目 

学識専門性 プロジェクト 

関与度 

１ 

 

助手・講師級 係長級以下  案件ごと 

２ 

 

助教授・教授

級 

課長級  案件ごと 

３ 

 

教授級 部長級 極めて高度 

（国内主導） 

案件ごと 

４ 

 

教授級 

（学部長級） 

役員級 極めて高度 

（国際的） 

案件ごと 

５ 教授級 

（学長級） 

役員級 

（社長級） 

基幹学会会長 

代替機能少数 

案件ごと 

６   国際的顕彰者 案件ごと 

その他 

（アルバイト） 

学生など   案件ごと 

 注 上記に該当しないものは理事長が決定する 



情報公開規程 

（目的） 

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下、「当法人」という。）が、その

活動状況、運営内容及び財務資料等を公開するために必要な事項を定め、それに

よって公正で開かれた活動を推進することを目的とする 

 

（法人の責務） 

第２条 本規程の解釈及び運用に当たっては、情報公開の趣旨を尊重するとともに、個人に

関する情報がみだりに公開されることのないよう最大限の配慮をしなければならな

い。 

（利用者の責務） 

第３条 情報公開の対象資料を閲覧ないしは謄写した者は、これによって得た情報を、本規

程の目的に即して適正に使用するとともに、個人に関する権利を侵害することのな

いよう努めなければならない。 

（管理） 

第４条 情報公開に関する事務は、事務局が管理する。 

（情報公開の方法） 

第５条 情報公開の対象資料に応じて、公告、公表、資料の事務所備え置き並びに必要に

応じてインターネット等の方法により情報公開を行うものとする。 

２ 前項による情報公開の内容、方法等の詳細は、代表理事が定める。 

 

（公開する資料） 

第６条 事務所には、法令等の定めに従い、次に掲げる帳簿及び書類を常時備え置き、正当 

な理由を有する者に対し、その閲覧ないしはその一部を謄写させるものとする。

この場合、法令において備え置き期間の定めがある書類については当該備え置き



期間分の書類を、備え置き期間の定めがない書類については当該最新の資料を対

象とする。 

（１）定款 

（２）役員名簿 

（３）事業報告書 

（４）正味財産増減計算書 

（５）貸借対照表 

（６）事業計画書 

（７）収支予算書 

（８）上記以外の資料で、公開の申出を受け、公開が必要と理事会が認める資料（インタ

ーネット上で公開する資料） 

 

（規程の変更） 

第７条 本規程の変更は理事会の決議による。 

附則 

本規程は、令和 3年４月１日より施行する。 
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文書管理規程 

（目的） 

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）の文書の保 

存および管理に関し、必要な事項を定めたものである。 

 

（適用文書の範囲） 

第２条 本規程の適用を受ける文書は、許認可文章・決算書類・契約書・諸規程・決議書 

類並びに会計に関する書類・議事録・証憑書類、その他一切の業務文章(（コンピ 

ューターファイル等を含む）であって、一定期間保存を要するものをいう。 

 

（区分） 

第３条 文書は以下のとおり区分するものとする。 

①機密文書 

②重要書類 

    官公庁からの文書等で前号以外のもの 

③普通文書 

    前各号以外の一般文書 

 

（文書の保存期間） 

第４条 文書の保存期間は、法令その他特別に定めのある場合のほか、帳簿はその閉鎖の 

とき、その他の文書は編綴のときから起算し、以下の５種類に区分する。 

    ①永久保存 

    ②10 年保存 

    ③５年保存 

    ④３年保存 

    ⑤１年保存 

 

（総括文書管理者） 

第５条 当法人に総括文書管理者 1 名を置く。  

２ 総括文書管理者は、事務局長とする。 

３ 総括文書管理者は、法人文書の管理に関する事務の総括を行う。 

 

（文書管理担当者） 

第６条 当法人の事務局に文書管理担当者を置く。  

２ 文書管理担当者は、事務局長が任免する。 
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３ 文書管理担当者は、法人文書の受付、配布、回付、整理及び保存に関する事務を 

  行う。 

 

（保管・保存及び保存の原則） 

第 7 条 事務局長の指名により文書取扱担当者を定め、その者が整理、保管、保存及び廃 

棄の事務を本規程の定めるところにより行う。但し、現に使用中の文書の整理、 

保管は各担当者が行う。 

 

（保存文書目録） 

第 8 条 保存文書の区分・保存期間・保存方法を一覧表にまとめた保存文書目録等は、 

文書管理責任者が作成するものとする。 

 

（決裁手続き） 

第 9 条 文書の起案は、理事長又は理事を決裁権者として、決裁を受けるものとする。 

 

（廃棄） 

第 10 条  

１ 保存期間を経過した保存文書は廃棄する。ただし、廃棄時において各部署と文書管 

理責任者が協議の上、特に必要と認められたときは保存期間を延長することができ 

る。 

２ 保存期間内の文書であっても保存の必要がなくなったものについては、前項の手続

きを経て廃棄することができる。 

３ 廃棄処分にした文書は、保存文書目録に廃棄年月日を記入しておかなければならな

い。 

 

（廃棄処分の方法） 

第 11 条 廃棄処分を決定した文書は、当該文書の内容を考慮して、焼却、裁断などの処分 

をする。 

 

（改変） 

第 12 条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

 

附 則 

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。  

 



利益相反禁止のための自己申告等に関する規程  

 

（目 的）   

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）における、

法令又は当法人の定款・規程・内規等に定める利益相反並びに特別な利益供与の

禁止及び防止のため、役職員等の自己申告に関して必要な事項を定めることによ

り、当法人の公正且つ適正な事業活動の確保を目的とする。 

  

（対象者）  

第２条  当法人の役員及び当法人の事業活動の関係者（理事長が指定する者）に対して適

用する。  

  

（自己申告）  

第３条 名目又は形態の如何を問わず、その就任後、新たに当法人以外の団体等の役職を兼

ね、又はその業務に従事すること（ 以下、「兼職等」という。）となる場合には、

代表理事又は事務局長に申告するものとする。  

２ 前項に規定する場合のほか、当法人と役員との利益が相反する可能性がある場合

（当法人と業務上の関係にある他の団体等に役員が関係する（兼職等を除く｡）

ことによってかかる可能性が生ずる場合を含むが、これに限られない。）に関して

も前項と同様とする。  

３ 事務局長が前各項及び次条の規定に基づく申告を行う場合には、これを代表理事

に対して行うものとする。  

  

（定期申告）  

第４条 毎年３月に当該役員の兼職等の状況その他前条の規定に基づく申告事項の有無及

び内容について事務局長に申告するものとする。  

  

（申告後の対応)   

第５条 前２条の規定に基づく申告を受けた事務局長は、他の理事と連携して申告内容の

確認をした上、申告を行った者が理事である場合には、代表理事と協議の上、必

要に応じ、当該申告を行った者に対して、当法人との利益相反状況の防止又は適

正化のために必要な措置（以下、「適正化等措置」という）を求めるものとする。  



２  前項にかかわらず、第３条３項に規定する場合、申告を受けた代表理事は、事務

局長を務める者以外の理事と連携して申告内容を確認した上、必要に応じ、速や

かに当該申告を行った事務局長に対して適正化等措置を求めるものとする。  

 

 (申告内容及び申告書面の管理)  

第６条 第３条又は第４条の規定に基づいて申告された内容及び提出された情報は、事務 

局にて管理するものとする。  

  

 (改廃)  

第７条 本規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。   

  

（附則） 

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。  

  

 

   



理事会規程  

  

 （目的）  

第１条 本規程は、法令又は定款に定めるもののほか、定款第 36 条に基づき、一般社団法

人日本摂食障害協会（以下「当法人」という。）の理事会の議事の方法に関する事

項について定め、それによって理事会の適正かつ円滑な運営を図ることを目的とす

る。  

   

（構成）  

第２条 当法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成し、業務執行に関する重要事項を決定すると 

ともに、理事の職務の執行を監督する。  

３ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならな 

い。 

 

(役員及び会計監査人の設置) 

第 3 条  当法人に、次の役員を置く。  

(1) 理事 ３名以上８名以内 

(2) 監事 ２名以内 

2  理事のうち、1 名を理事長とする。 

  

(役員の選任) 

第 4 条  理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。 

２ 代表理事は、理事会の決議によって理事の中から選定し、代表理事をもって理事長 

とする。 

３ 監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

   ４  理事又は監事について、当該理事又は監事及びその配偶者又は 3 親等内の親族その

他特別の関係がある者である理事又は監事の合計数が、理事又は監事それぞれの総

数の 3 分の 1 を超えないものとする。 

５  他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係に 

ある者である理事又は監事の合計数は、理事又は監事それぞれの総数の 3 分の 1 

を超えないものとする。  



 

（役員以外の者の出席）  

第５条 理事会は、必要に応じ、理事及び監事以外の者の出席を求め、その意見又は説明を 

求めることができる。  

  

（理事会の種類及び開催）  

第６条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会とする。  

２ 通常理事会は、毎事業年度２回以上開催する。  

3 臨時理事会は、必要があると認めたときに開催する。  

  

(権限) 

第 7 条 理事会は、定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1) 業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 代表理事の選定及び解職 

(4) 規則の制定、変更又は廃止 

 

(招集) 

第８条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、あらかじめ理事会が定めた 

順序により他の理事が招集する。 

３ 理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで理事会を開催 

することができる。 

４ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認める 

とき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると 

認め、これを理事会に報告する必要があるときは、理事会の招集を請求し、又は 

理事会を招集することができる。  

 

(議長) 

第９条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 



 

（欠席）  

第 10 条 理事及び監事は、理事会を欠席する場合には、あらかじめ招集権者に対して、そ 

     の旨を通知しなければならない。  

  

 （決議の方法）  

第 11 条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数 

をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

２ 第１項の決議について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることは 

できない。この場合、その理事の数は、第１項の理事の数に算入しない。  

３ 前項の規定にかかわらず、一般法人法第 96 条の要件を満たすときは、当該提案 

を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

  

（決議事項）  

第 12 条 次の事項は、理事会の決議を経なければならない。  

（1） 重要な財産の処分及び譲受け  

（2） 多額の借財  

(3)  重要な使用人の選任及び解任  

(4)   従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止  

(5)   理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他 

当法人の業務の適正を確保するために必要な法令で定める体制の準備  

(6)  前各号に定めるもののほか当法人の重要な業務執行の決定  

  

（決議の省略）  

第 13 条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提 

案について、決議に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的方法により 

同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったも 

のとみなすものとする。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではな 

い。  

  

 



(報告の省略) 

第 14 条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知した 

ときは、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法 

第９１条第２項の規定による報告については、この限りでない。 

 

(議事録) 

第 15 条 理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

  

（改廃）  

第 16 条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

    

附 則  

本規程は、当法人の成立の日から施行する。  

 



- 1 - 

倫理規程 

（総則） 

第１条 本規程は、一般社団法人日本摂食障害協会（以下「当法人」という）の行動基準

を定める。 

 

（目的） 

第２条 当法人の倫理を確立し、社会の信頼を得る目的で定める。常に公正かつ誠実に事

業運営にあたり、社会的信用の維持・向上に努めなければならない。 

 

（職員の定義・責務） 

第３条 本規程における職員とは、理事、参与、フェロー、学生、アルバイトなど雇用条

件にかかわらず、当法人の業務及び活動に関わるすべてのものをいう。 

２ 職員は、本規程の精神を実現することが自らの役割であることを認識し、関係者

に周知徹底しなければならない。 

 

（行動の原則） 

第４条 活動全般について、すべての法令を誠実に遵守するとともに、社会的な良識もっ

て行動する。 

 ２ 職員は業務ならびに職員の身上に関し、その職務上知り得た事項については、在

職中はもちろん退職後といえども、みだりに公表してはならない。 

 

(法令等の遵守) 

第５条 関連法令及び定款、倫理規程その他の内規を厳格に遵守し、社会的規範に悖るこ

となく、適正に事業を運営しなければならない。 

 

（規程違反への対応） 

第６条 本規程に違反する重大な事案が生じたときは、理事長を先頭にして組織を挙げて

問題の解決にあたり、原因の究明、再発の防止に努める。 

  ２ 生じた事案について、内外に対し、迅速かつ的確な情報公開を行い、その説明責

任を果たす。 

  ３ 理事長を含め関係職員を厳正に処分する。 
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（情報の管理） 

第 7 条 業務に関連して知り得た協力関係者および当法人の情報を、了解なしに本来の目

的以外に利用することや、漏洩することは行わない。その他情報管理については

プライバシーポリシーに定める。 

 

（情報開示） 

第 8 条 事業活動に関する透明性を図るため、その活動状況、運営内容、財務資料等を開 

示し、基金拠出者、寄付者をはじめとして社会の理解と信頼の向上に努めなけれ

ばならない。 

 

(個人情報の保護) 

第９条 業務上知り得た個人的な情報の保護に万全を期すとともに、個人の権利の尊重に 

も十分配慮しなければならない。 

 

（利益相反行為の禁止） 

第 10 条 当法人の職員は、事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないものと 

する。 

２ 職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせ 

た上で、適切な組織において内容確認し、迅速な発見及び是正を図ることとす 

る。 

 

（私的利益追求の禁止）  

第 11 条 当法人の職員は、その職務や地位を自己又は第三者の私的な利益の追求のため 

に利用することがあってはならない。 

 

（基本的人権の尊重） 

第 12 条 当法人は、職員の基本的人権を尊重し、人種・国籍・思想信条・宗教・心身障 

害、年齢、性別、配偶者の有無その他の業務遂行と関係のない理由による職員 

の処遇の差別は一切行わない。 
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（反社会的勢力との関係） 

第 13 条 当法人は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力と関係 

を持たない。 

 

(研鑚) 

第 14 条 当法人の職員は、公益事業活動の能力向上のため、絶えず自己研鑚に努めなけ 

ればならない。 

 

(規程順守の監視) 

第 15 条  必要あるときは、理事会の決議に基づき、別途委員会を設置し、本規程の遵 

守状況を監視する。 

 

(改廃) 

第 16 条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

 

附則 

本規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 





正 味 財 産 増 減 計 算 書
2019年  7月 1日 から 2020年  6月30日 まで

法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

経   常   増   減   の   部

経     常     収     益

事 業 収 益

講 習 会 収 益

受 取 補 助 金 等

受取民間助成金

受 取 寄 付 金

受 取 寄 付 金

雑 収 益

受 取 利 息

雑 収 益

経 常 収 益 計

経     常     費     用

事       業       費

給 料 手 当

会 議 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消耗什器備品費

消 耗 品 費
パ ブ リ ッ ク
リ レ ー シ ョ ン 費

パブリックリレーションレ
ポ ー ト 制 作

諸 謝 金

渉 外 費

賃 借 料

業 務 委 託 費

調 査 費 用

支 払 手 数 料

雑 費

管       理       費



会 議 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消耗什器備品費

消 耗 品 費
パ ブ リ ッ ク
リ レ ー シ ョ ン 費

渉 外 費

租 税 公 課

支 払 手 数 料

業 務 委 託 費

雑 費

経 常 費 用 計

経  常  外  増  減  の  部

経   常   外   収   益

経 常 外 収 益 計

経   常   外   費   用

経 常 外 費 用 計

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

受 取 補 助 金

受取民間助成金

Ⅲ 基 金 増 減 の 部

当 期 基 金 増 減 額

基 金 期 首 残 高

基 金 期 末 残 高

Ⅳ  正  味  財  産  期  末  残  高

一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額

指定正味財産期末残高

当 期 経 常 外 増 減 額

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

評価損益等調整前当期経常増減額  

評   価   損   益   等   計

当  期  経  常  増  減  額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税



法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ    資      産      の      部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ    負      債      の      部

流 動 負 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

前 受 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ   正   味   財   産   の   部

基 金

基 金

指 定 正 味 財 産

指 定 正 味 財 産 合 計

一   般   正   味   財   産

一 般 正 味 財 産 合 計

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

民 間 助 成 金

そ の 他 一 般 正 味 財 産

貸 借 対 照 表
2020年  6月 30日 現在 （決算）





法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益

事業収益

講習会収益

受取補助金等

受取民間助成金

受取寄付金

受取寄付金

雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計

経常費用

事業費

給料手当

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗什器備品費

パブリックリレーション費

諸謝金

渉外費

印刷製本費

賃借料

租税公課

業務委託費

支払手数料

雑費

管理費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗什器備品費

消耗品費

減価償却費

パブリックリレーション費

渉外費

租税公課

正味財産増減計算書
令和 2年 7月 1日から令和 3年 6月30日まで



支払手数料

支払寄付金

業務委託費

雑費

経常費用計

当期経常増減額

経常外増減の部

経常外収益

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税等

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ 基金増減の部

当期基金増減額

基金期首残高

基金期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

一般正味財産へ の振替額

一般正味財産への振替額



法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資産の部

流動資産

現金預金

普通預金

未収金

流動資産合計

固定資産

その他固定資産

一括償却資産

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

流動負債

未払金

未払法人税等

前受金

預り金

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

基金

基金

一般正味財産

その他一般正味財産

一般正味財産合計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

貸借対照表
令和 3年 6月30日 現在





法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益

事業収益

講習会収益

受取補助金等

受取民間助成金

受取寄付金

受取寄付金

雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計

経常費用

事業費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

諸謝金

渉外費

印刷製本費

租税公課

業務委託費

支払手数料

雑費

管理費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗什器備品費

消耗品費

減価償却費

パブリックリレーション費

渉外費

租税公課

支払手数料

支払寄付金

業務委託費

雑費

経常費用計

当期経常増減額

正味財産増減計算書

令和 3年 7月 1日から令和 4年 6月30日まで



科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

経常外増減の部

経常外収益

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税等

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ 基金増減の部

当期基金増減額

基金期首残高

基金期末残高

Ⅳ 正味財産期末残高



法人名 ： 一般社団法人 日本摂食障害協会

事業名 ： 事業全体 （単位 ： 円）

科       目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資産の部

流動資産

現金預金

現金

普通預金

未収金

流動資産合計

固定資産

その他固定資産

一括償却資産

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

流動負債

未払金

未払法人税等

前受金

預り金

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

基金

基金

一般正味財産

その他一般正味財産

一般正味財産合計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

貸借対照表
令和 4年 6月30日 現在























(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員
207
149
149
0
58
58
0

役職

役員数［人］
理事・取締役数［人］
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

職員・従業員数［人］
常勤職員・従業員数［人］

有給［人］
無給［人］

非常勤職員・従業員数［人］
有給［人］
無給［人］

事務局体制の備考

代表取締役 COO

6
4
0
2
0

代表者(1)
フリガナ
氏名
役職

代表者(2)

法人格取得年月日

フリガナ
氏名

2014年7月1日

メラ ハルカ
米良 はるか
代表取締役 CEO
ヒウラ ナオキ
樋浦 直樹

2011年3月29日

番地等
電話番号

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト

その他のWEBサイト
(SNS等)

設立年月日

都道府県 東京都
市区町村 千代田区

一番町8 住友不動産一番町ビル 7階
050-1746-9680
https://corp.readyfor.jp/
https://fund.readyfor.jp/

団体情報入力シート

法人格 団体種別 株式会社（有限会社を含む） 資金分配団体

団体名 READYFOR株式会社
郵便番号 102-0082

必須入力セル 任意入力セル



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

8
209,865,767円
2022年4月〜2023年3月に助成実績があるものは下記

・休眠預金活用事業「若者の「望まない孤独」支援モデル形成事
業」（2023年3月～）

→助成団体数：8 助成金額：209,865,767円

外部監査で実施

受けていない

区分経理できる体制である

あり

0

-

0

業務別に区分経理ができる体制の可否

今までに助成事業を行った実績の有無
申請前年度の助成件数［件］
申請前年度の助成総額［円］

助成した事業の実績内容

個人正会員［人］
個人その他会員［人］

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態
通帳管理者 氏名／勤務形態
経理担当者 氏名／勤務形態

年間決算の監査を行っているか

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター等）を受
けてますか

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

団体会員数［団体数］
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］

個人会員・ボランティア数
ボランティア人数(前年度実績)［人］



(11)助成を受けた実績

(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

あり

・新型コロナウイルス感染症：拡大防止活動基金（助成金額1,000
万円）
・新型コロナウイルス感染症：いのちとこころを守るSOS基金
（助成金額1,000万円）

左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合
申請中・申請予定又は採択され
た資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択され
た事業名

今までに助成を受けて行っている事業の実績

助成を受けた事業の実績内容

番号
対象 申請

年度 事業 種別・状況



※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 見過ごされる「摂食障害」60万人・支援モデル形成事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： READYFOR株式会社

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

確認が必要です。E列に未
記入があります。

記入完了 確認が必要です。G列に未記入があ
るか、提出時期と整合していません。
（E列が「内定後提出」の場合は空欄
にしてください）

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第22条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第43条

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第43条

. . .

役員名簿で確認できる通り、現状、取締役
構成はこの点を満たしている

役員名簿で確認できる通り、現状、取締役
構成はこの点を満たしている

. . .

公募申請時に提出 取締役会規程 第3条

公募申請時に提出 取締役会規程 第4条

公募申請時に提出 取締役会規程 第4条

公募申請時に提出 取締役会規程 第5条

公募申請時に提出 取締役会規程 第9条、第1 決議事項

公募申請時に提出 取締役会規程 第7条

公募申請時に提出 取締役会規程 第11条

公募申請時に提出 取締役会規程 第7条

. . .

理事の職務権限規程
（理事会を設置しておらず、該当する規程
等はない）

⚫ 監査役の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監査役監査基準
第2条、第5章 業務監査、第6章
会計監査、第9章 監査の報告

. . .

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条、第4条、第5条、第6条

公募申請時に提出 役員報酬規程 第9条

⚫ 株主総会の運営に関する規程

・評議員会規則
・定款

（７）議事録の作成

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

規程類必須項目確認書（株式会社）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、株式会社を想定したものです。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関す
る規程

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

⚫ 取締役の構成に関する規程 ※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）取締役の構成
「各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締役の合計数が、取締役の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

（２）取締役の構成
「他の同一の団体の取締役である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある取締役の合計数が、取締役の
総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 取締役会の運営に関する規程 ※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

定款

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

⚫ 役員の報酬等に関する規程

（１）役員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（２）報酬の支払い方法

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「取締役会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する取締役を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

⚫ 取締役の職務権限に関する規程

【参考】JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規
定されていること

監査役の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監査役を設置していない場合は、株主総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 企業倫理規程 第16条

公募申請時に提出 企業倫理規程 第3条

公募申請時に提出 企業倫理規程 第3条

公募申請時に提出 監査役監査基準 第22条

公募申請時に提出 企業倫理規程 第3条

公募申請時に提出
休眠預金等活用における指定分配団体と
しての業務マニュアル

第7条

公募申請時に提出 個人情報保護規程 第6条をはじめとする全条項

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出
①企業倫理規程
②定款

①第3条
②第43条

公募申請時に提出
①企業倫理規程
②定款

①第3条
②第43条

公募申請時に提出

①企業倫理規程
②定款
③休眠預金等活用における指定分配団体
としての業務マニュアル

①第3条
②第43条
③第4条、第5条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第3条

公募申請時に提出
①コンプライアンス規程
②休眠預金等活用における指定分配団体
としての業務マニュアル

①第3条
②第6条

公募申請時に提出
①企業倫理規程
②休眠預金等活用における指定分配団体
としての業務マニュアル

①第4条
②第7条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報規程 第3条

公募申請時に提出 内部通報規程 第14条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出
①業務分掌規程
②休眠預金等活用における指定分配団体
としての業務マニュアル

①第2条
②第8条

公募申請時に提出
①定款
②取締役会規程（理事会は設置していな
いが代替として取締役会規程を提出する）

①第4条
②第12条

公募申請時に提出 業務分掌規程 第2条

公募申請時に提出
取締役会規程（理事会は設置していないが
代替として取締役会規程を提出する）

第7条、第9条、第11条、別表

. . .

公募申請時に提出 給与規程 第2章 給与、第4章 賞与

公募申請時に提出 給与規程 4〜15条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出
取締役会規程（理事会は設置していないが
代替として取締役会規程を提出する）

第7条、第9条、第11条、別表

公募申請時に提出 文書管理規程 第5条

公募申請時に提出 文書管理規程 別表

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出
休眠預金等活用における指定分配団体と
しての業務マニュアル

第7条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第7〜9条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第3条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第7〜9条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第7〜9条、第11条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 第37条

公募申請時に提出 経理規程 第3条

公募申請時に提出 経理規程 第12条

公募申請時に提出 経理規程 第7章

公募申請時に提出 経理規程 第2章

公募申請時に提出 経理規程 第6条

公募申請時に提出 経理規程 第8章

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設置さ
れている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公表す
る」という内容を含んでいること

内部通報（ヘルプライ
ン）規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

（２）通報者等への不利益処分の禁止
「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28年12
月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

リスク管理規程

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（１）区分経理

以下の１.～３.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、キャッシュフロー計算書
３. 取締役会、株主総会の議事録（休眠預金活用事業に係る部分）

（１）具体的リスク発生時の対応

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

倫理規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（７）個人情報の保護

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ措置」
について具体的に示すこと

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、役職員、その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないものであ
る」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織において
内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為を
行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（１）基本的人権の尊重
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